
 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

いじめや不登校の問題をはじめ生徒指導上の諸問題の積極的予防及び解消のために、スクールソーシャルワーカ

ーを配置し、関係機関と連絡・調整を進め、子どもに関わる課題や環境の改善を行う。 

（２）配置・採用計画上の工夫 

熊本市教育委員会事務局学校教育部総合支援課教育相談室にスクールソーシャルワーカーを配置し、学校からの

派遣要請に応じて、家庭や学校、または関係諸機関等に派遣した。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

精神保健福祉士２人、社会福祉士７人、いずれもソーシャルワークの経験が３年以上ある者を配置した。勤務形

態は、原則的に、一人あたり、土曜、日曜、祝日を除く週５日、１日５時間、週２５時間程度の勤務で、平成２８

年度の年間勤務時間は、１人１，１００時間で、合計９，９００時間活動した。 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

「熊本市スクールソーシャルワーカー活用の手引」を作成し、事業の目的や活動内容、派遣までの流れ等を示し

ている。また、年度当初に市内全小中学校に「熊本市スクールソーシャルワーカー配置事業の実施について」を通

知し、事業について周知している。 

 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

スクールソーシャルワーカー９人、教育委員会担当指導主事等 

（２）研修回数（頻度） 

①事例検討会（毎週） ②グループスーパービジョン(月１回) ③各スクールソーシャルワーカーの個別スーパー

ビジョン ④ライブスーパービジョン（随時）⑤外部ＳＶ等によるスクールソーシャルワーカー研修会（年間３回） 

（３）研修内容 

【①～④】ケースの進行管理、支援スキルなど資質の向上等 

【⑤】熊本県社会福祉士会長による講演をはじめ、各スクールソーシャルワーカー担当ケースや本市スクールソーシ

ャルワーカー事業に対する助言等 

（４）特に効果のあった研修内容 

・身近にスーパーバイザーがいることでスクールソーシャルワーカーがすぐに相談でき、支援が充実した。また、困

難事例への対応もスムーズにできた。 

・スーパーバイザーがすべてのケースに関わることで、熊本市の学校及び子どもの状況を全体的に把握できるため、

より効果的な支援が展開できるようになった。 

・専門家によるスーパーバイズを研修に取り入れたことで、スクールソーシャルワーカーの資質向上さらには本事業

の運営面での充実を図ることができた。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置 有 

○活用方法 ＳＶが支援方針助言や困難ケースの支援等を行うことで、効率的・効果的な運用を図る。 

（６）課題 

派遣依頼数の増加に伴い、スクールソーシャルワーカーの対応ケースが多様化している。また、問題や課題が複

雑なケースが多く、解決までにかなりの時間を要する。今後も研修内容を充実し、専門的知識や技能の向上を図る

必要がある。 

熊本市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】発達に課題があり、家庭環境が急変した児童への支援のための活用事例（⑥発達障害、⑥家庭環境） 

当該児童は日常生活全般において介助を要する状況であったが、両親の強い希望で通常の学級に入学。母が毎日

登校に付き添い終日学校で本児の世話をしていた。その母が病気で他界した。その後は母の代わりに伯母が仕事を

休職して本児の支援を引き続き行っていた。父、伯母、学校、教育委員会、区役所の保健子ども課等が話し合いを

重ねたが、母の意思を尊重したいという父の思いは変わらなかったため、学校からＳＳＷへ支援依頼があった。 

ＳＳＷは父、伯母と面接。家庭生活の状況や、本児の将来について話し合いを重ね、ＳＳＷからは、知的障害児

施設へ入所し、そこから支援学校に通学すること、父親がお休みの休日に当該児童が自宅に戻る生活スタイルを提

案した。また、相談支援事業所及び学校と連携し、特別支援学校や入所施設の見学を行った。その結果、父や伯母

は安心して施設入所を選択し、支援学校への転学も希望され、現在に至っている。 

 

【事例２】家庭環境に問題があり不登校であった生徒への支援のための活用事例（③不登校、④児童虐待） 

  当該生徒は母親の虐待を受け小学校時代の１年間は施設に入所した。両親は離婚しており本人は精神疾患を持つ

母親と、高校を中退した姉と生活していた。母は自分自身のことで精一杯で本人とのかかわりが薄く家事等もほと

んど行わない状況であった。本人は同年代の生徒と関わりを持つことが難しく、中学入学後ほとんど不登校となり

ＳＳＷへ支援依頼があった。 

ＳＳＷは本人と定期的に面談を継続し関係作りを行った。別室でできる活動から担任に提案し、少しずつ本人の

学校での居場所作りを行った。ユア・フレンドの活用を行い、近い年齢の生徒とも話ができるようになった。家庭

の変化は難しい状況であったが、母子関係が悪化しないように児童相談所が継続的に関わりを続けた。卒業までの

３年間ＳＳＷは本人の登校状況を改善し全日制の高校に進学した。 

 

 
【４】成果と今後の課題 

 
 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 

平成２８年度はスクールソーシャルワーカー９人体制で事業を実施した。各区担当の５名に併せ広域担当として

３名配置し、区役所や地域関係機関との連携を図った。１人はスーパーバイザーとして全ケースに関わり指導助言

及びマネジメント等を行った。 

【平成２７年度】 

・支援人数：小学校２６９人、中学校２５２人、合計５２１人 

・支援内容：家庭環境の問題４４６件、発達障害に関する問題３１８件、不登校３０３件（重複有）他 

・終結人数：２０９人（終結率４０．１％） 

【平成２８年度】 

・支援人数：小学校３２３人、中学校２９８人、合計６２１人 

・支援内容：家庭環境の問題５１９件、発達障害に関する問題３８３件、不登校３７６件（重複有）他 

・終結人数：２３４人（終結率３７．７％） 

（２）今後の課題 

・小中学校からの派遣依頼数が年々増加しているため、今後さらに効率的・効果的な対応をしていく必要がある。 

・平成２８年熊本地震における中長期的な対応と、多様化、複雑化する相談内容に的確に対応するために、ＳＳＷ

の資質・技能の向上を図る必要がある。 

・学校や保護者に向け、スクールソーシャルワーカーの活動内容についての理解をさらに深める必要がある。 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

・児童生徒に見られる問題と思われる状況等の背景には，児童生徒を取り巻く家庭や地域等における環境が複雑

化していることが要因の一つとして考えられることから，そうした環境へのアプローチの方法を探り，選択肢を

増やしていくためのサポートの一つとして教育分野に関する知識に加え，社会福祉等の支店を取り入れながら状

況の改善を図っていくことを目的としている。 

（２）配置・採用計画上の工夫 

・子育て支援部所管の子ども総合相談センターに配置し，児童虐待や不登校・いじめ相談を受けている家庭児童

相談員等との連携，情報共有を行っている。 

・学校数が多いため市内全小中学校を対象に電話相談を中心とした派遣型の体制を基本とし，適時的な支援を行

うこととしている。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

・１名（精神保健福祉士，教員免許状），非常勤嘱託職員，週２９時間勤務（週４日９：００～１７：００） 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

・策定していない。 

 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 
・市独自研修は行って居らず，道教委主催の道内事業実施市町村及び単費事業実施市町村ＳＳＷを対象と

して研修等に参加している。 

（２）研修回数（頻度） 年１回 
（３）研修内容 
 道教委主催ＳＳＷ連絡協議会，地域別研修会において，道教委担当者の説明，事例発表・質疑，研究協

議を行った。 
（４）特に効果のあった研修内容 
 学校における今日的な課題及びＳＳＷが求められること，ＳＳＷが学校のニーズを共有するための具体

的方策 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ＳＶの設置 なし 

○活用方法 

（６）課題   特になし 

 
【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例  
【事例１】不登校，母親のメンタルサポートのための活用事例（③⑥） 

 小学校５年男子。両親，本児，弟の４人家族。本児は自閉症スペクトラム，不安障害の診断を受けている。以

前から不安定であり不登校気味であったが，３学期から本格的に不登校となっている。児童デイにも通えていな

い状況。 

母親は最近うつ症状があるが，受診には至っていない。 

 本児の主治医である小児科医師より，母親支援について依頼あり，ＳＳＷが介入。 

旭川市 



 母親は本児と関わらなければと思うが身体がついていかない状態。気持ちが沈む状態が続いており，不安定。

職場でも家庭でも気を使い，気持ちが休めるときがない生活。 

 ＳＳＷは，本児の状態は母子関係によるところが大きいと捉え，まずは母親のメンタルサポートを目的とし，

１～２週おきの面接を実施。母親の精神科受診勧奨，メンタル面が安定した上で本児に寄り添った関わりができ

るよう支援を行う。 

 小学校及び小児科主治医と随時連絡をとり，本児と母親の状況及び支援内容について情報共有を行う。母親は

自己決定が難しい面があり，各機関が統一した支援方針で関わることで母親が優先順位をつけながら整理して行

動するための支援を行った。 

 母親は受診に至り，抗うつ剤の内服により気持ちが安定。本児に対しても期待した反応がない場合なども余裕

を持って関わるなど，徐々に落ち着いている。 

 今後も母親との面談を中心に継続的な関わりを行い，母親のメンタル面のサポート及び児への関わりについて

助言を行っていく。 

 

【事例２】発達障害等を抱えるケースのための活用事例（⑥） 

 小学３年男子。母，姉，兄，本児による母子世帯。 

 小学校からＳＳＷに連絡あり，母親が悩みを抱えて対応できずに困っているとのことで対応依頼 

 本児は多動傾向があり，友達とのトラブルが多い。持ち物の管理や片付けが苦手な面がある。 

 18 歳の兄はＡＳＤ，うつで入院しており，母親は兄に対する心配の方が大きい。 

ＳＳＷは，母親の不安軽減と問題整理を目的として面談及び電話支援を実施。 

本児は学校でのトラブルを繰り返していること，家庭でも反抗的な態度をとることがあり，母親はイライラを

抑えきれないことがある。母親がＡＳＤやＡＤＨＤの特性を理解できず，対応しきれない状況があることが推測

された。本児の特性を知り，互いのストレスを回避した対応をするため，発達検査実施と特別支援学級利用につ

いて提案。 

また，経済困窮について生活保護申請，兄の退院後の生活について福祉サービス等の情報提供を行った。 

母親の同意を得た上で，小学校の担任と連絡をとり，ＳＳＷの支援内容と学校側の見解や対応について情報交

換。 

 今後も発達検査の結果等を踏まえ，学校や関係機関と連携した支援を実施する。 

 
【４】成果と今後の課題 

（１） スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 

・平成 28年度においてＳＳＷが対応したケースは 43 件（新規実件数）であり，昨年度に比べて増加している。

家族や学校からの一つ一つの相談に，面接・訪問等で対応した。 

・問題を抱える児童生徒を支える保護者と担任（学校）が，児童の状況や課題，支援方針等について情報の共有

化を図ることができた。 

・担任（学校）に対し，ＳＳＷが教員の視点とは異なる視点で状況に応じた働き方を検討し，協働しながらの取

組を図ることができた。 

（２） 今後の課題 

・学校や関係機関等に対し，ＳＳＷを活用した相談や支援，状況の見立てや手立てを相談者と一緒に考えるとい

うスタンス等についての認知，理解を得ながら相談支援活動を進めていく必要がある。 

・関係機関との連携を一層密にした学校や保護者等への支援を進めていくことが必要である。 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

   児童生徒が置かれている複雑な家庭環境などを背景として発生する問題行動等，学校だけでは解決が困

難な事案に対し，社会福祉について専門的な知識や経験に基づき，学校や家庭と福祉部門等の関係機関を

繋ぎ，問題の解決に当たることができるよう支援する。 

（２）配置・採用計画上の工夫 

   学校現場からのニーズを的確に把握しながら対応するとともに，福祉部門等の関係機関との連携を図り

やすくするため，児童生徒指導を所管する教育委員会事務局学校教育課内にスクールソーシャルワーカー

（以下ＳＳＷ）を配置している。 

 採用にあたっては，市のホームページ等で募集要項を掲載するとともに，栃木県社会福祉士会に周知協

力を依頼し，専門性を有する人材の確保に努めている。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

  ・配置人数 ２名 

  ・資格   社会福祉士の資格を有する者 

  ・勤務形態 １週間当たり２人それぞれが３日（１日７時間）勤務 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

  ＳＳＷ配置の目的や活用方法について記載した教職員用のリーフレットを配布した。また，校長会や児

童生徒指導関係の連絡会議等で周知を行っている。 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 
   ＳＳＷ，担当指導主事 

（２）研修回数（頻度） 
  ・ＳＳＷ活用事業研修会（県教育委員会主催，年１回）への参加 

  ・市こども家庭支援室との連絡協議（年１回） 

  ・各種研修会への参加（適宜） 

（３）研修内容 
  ・ＳＳＷのあり方について 

  ・事例研究会及びＳＳＷの今後について 

  ・個別の事例についての検討及び情報交換 

  ・各種研修会内容に沿ったもの（家庭の貧困や不登校などについて） 

（４）特に効果のあった研修内容 
  ・ＳＳＷのあり方について 

  ・個別事案の検討 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ＳＶの設置：なし 
○活用方法：なし 

（６）課題 
  ・対応件数の増加に伴い，課題が複雑化・多様化しているため，解決に時間を要する事案が増えてい

る。効果的な研修内容を充実・精選し，専門的知識や技能の向上を図る必要がある。 

  

宇都宮市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】病気により登校しない児童生徒とその家庭への支援のための活用事例（③不登校，⑥その他） 

   当該生徒は重度の病気を理由に長期的に欠席していた。学校は当該児童生徒とその家庭の置かれた状況

を理解し，定期的に当該児童生徒と保護者との関わりを続けたが，欠席が長期に続いたため，学校がＳＳ

Ｗに調査や支援を依頼した。ＳＳＷがすぐに病院と連絡を取り合ったところ，病院の見立てでは，入院中

や退院直後は別として，登校は可能であり，病院は当該児童生徒が登校していると思っていた。すぐにＳ

ＳＷが病院と学校を繋ぎ情報共有を行ったが，保護者が当該児童生徒の病状を思い悩んでいる現状を鑑

み，健康診断等を理由にしながら，病院と学校がそれぞれ共通認識をもって時間をかけて当該家庭に関わ

っていった。現在は，ＳＳＷのコーディネートにより，病院と学校が同一歩調で当該児童生徒の病状を見

守りながら，当該児童生徒と保護者と登校に向けての話し合いをすることができるようになった。 

 

【事例２】生徒の精神的不安定改善のための活用事例（⑥その他） 

   自死をほのめかし家出をした児童生徒について，ＳＳＷが当該児童生徒と関わっていた警察と児童相談

所に声をかけ，ケース会議を行った。その結果，学校はＳＣによる当該児童生徒と保護者との面談を通じ

て当該児童生徒の通院勧告を行い，児童相談所は当該児童生徒と保護者への定期的な面談を行った結果，

精神科への通院がなされ，当該児童生徒の精神的な安定が徐々に見られるようになった。現在は安定した

状態で学校生活を送ることができるようになったが，ＳＳＷのコーディネートにより，通院やＳＣ面談，

児童相談所による家庭との関わりを継続させ，万一に備えて警察への情報提供も行っている。 

 
【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 

 

   

   

   

  ・ＳＳＷの実効性が学校現場に広まり，学校からのＳＳＷへの要請が高まっている。よって平成２９年度

では実質上の増員を図った。 

⇒平成２８年度：２人がそれぞれ１週間３日勤務→平成２９年度：２人それぞれ１週間５日勤務 

（２）今後の課題 
  今後も，学校からＳＳＷへの要請件数の増加が見込まれることから，知識や経験豊富なＳＳＷの継続的

な人材確保，資質向上を図るための体系的な研修体制の整備，予算措置などが課題となっている。 

平成２７年度
（配置初年度）

平成２８年度
平成２９年度
６月末時点

平成２９年度
見込み

Ａ 新規ケース 36 47 19 76
Ｂ 前年度からの継続 0 26 43 43
Ｃ（Ａ＋Ｂ） 年度対応数 36 73 62 119
Ｄ 終結ケース 10 30 5 31
Ｅ（Ｃ－Ｄ） 次年度へ 26 43 57 88

平成２９年度は１１９件の

ケースに対応する見込み 

※平成２７年度は３６件のケースに対応 

※平成２８年度は７３件のケースに対応 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

 ○学校だけでは解決が困難な事案等が発生し、学校からの相談や要請を受けた場合、青少年支援センター指導主事

とともに学校に訪問し、人間関係性の見取りやカウンセリングから、事案の解決に必要な情報を収集する。 

 

①問題行動等にかかわる児童生徒の関係性の見取り  ④いじめ相談ダイヤルでの相談対応 

 ②関係した子どもたちや保護者の心のケア      ⑤校内研修・ＰＴＡ研修会等への参加 

    ③校内でのケース会議等への参加 

         

（２）配置計画上の工夫 

 ○青少年支援センター内に配置し、必要に応じて各学校へ派遣する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

①配置人数：１名  ②資格：臨床心理士  ③勤務形態：５日／週、６時間／日 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 

＜各学校への周知方法＞ 

○校長会議・教頭会議・生徒指導主任会議等を通して、各学校への周知を図る。 

前橋市教育委員会 

ＳＳＷ 
 

センター 
青少年支援 

対策を協議 

指導主事 
ｽｸｰﾙｱｼｽﾀﾝﾄ等 

学
校
か
ら
の
相
談
・
要
請 

ＳＳＷ 
電話相談 

 

学校訪問 

指導主事 

 家 庭  

児童相談所 

子育て支援課 

警察 等 

必要に応じて 

課 

題 

の 

解 

消 

課題解消に向けた 

学 校 

※学校が持つ資源の活用 
           

ＳＳＷ・指導主事・スクールアシスタント等 

※保護者・関係機関との連携 

支 援 連 携 

＜業務内容＞  

学 校 

 青少年支援センター・SSW 

 

支援センター内でＳＳＷ・ 

指導主事の見取った情報を 

もとに支援計画を検討する。 

必要に応じて指導主事を 

中心に関係機関と連携を 

図り、課題の解決を支援 

 

 児童虐待の問題 

 

 家庭的な問題 

 

 学校に関る問題 
（重大事案） 

県教委 
（SV・SSW） 

児童相談所 

市子育て支援課 

 

 

 

 

 

 医療の問題 

犯罪に関る問題 

経済的な問題 

病院・医師 

社会福祉課 

少年育成センター 
警 察 

＜ＳＳＷと青少年支援センターとの協働＞  

＜チームで補完しあうＳＳＷの仕事＞  



【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
○本市におけるＳＳＷは１名配置のため、定期的な研修は開催していない。また、ＳＶも設置はされていないた

め、ＳＳＷは自己負担において定期的にスーパービジョンを受けて自己研鑽を重ねている。ＳＳＷが受けたス

ーパービジョンは、俯瞰的かつ多角的な視点からとらえた助言として、その後の効果的な対応に寄与している。 

 
【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】事故による学校全体への緊急対応のための活用事例（ ⑥ ） 

 家庭で生じた事故を受け、対象生徒へカウンセリングを行い、潜在的心理を分析して学校と情報共有を図り、

組織的な支援の充実に努めた。カウンセリングを継続する中で自己開示が図られ、事案の背景には保護者とのか

かわり方や人間関係における当該生徒の特性が要因となっていることが判明した。そこで、教育相談部会におい

て①担任による母子関係の理想モデルづくり、②学年主任・生徒指導主事による担任のフォローアップ、③スク

ールカウンセラーによる母親のカウンセリングと関係者へのコンサルテーション、④ＳＳＷのカウンセリングに

よる当該生徒の心の整理と今後の目標づくり、という指導体制と指導方針を策定し、組織的・体系的な支援体制

を構築して長期に渡って支援を継続した。教師による意図的な声かけや活躍の場の提供により、自己肯定感が醸

成され、健全な成長が見られるようになった。 

【事例２】学級復帰を目指した不登校支援のための活用事例（ ③ ） 

 体調の変化から不登校傾向となり、母子ともに離人症を訴えるようになった。学校からの相談を受け、母子へ

のカウンセリングを開始した。母子ともに不安が先行し服薬が改善の方策と考えていたが、生育歴の振り返りか

ら、人間関係づくりと論理的な学習が苦手であることを再認識することになった。そこで、ＳＳＷによるソーシ

ャルスキルトレーニング、担任と母親のきめ細かな情報交換、教育相談担当による個別支援等、家庭を含めた包

括的な支援を行った。その結果、母親の安定さらには母子関係の改善が見られ、当該生徒も中学卒業後の進路を

選択することができた。また、中学校から進学先への情報提供と見守りの依頼、卒業後の相談機関の紹介も行わ

れ、将来への見通しを持った支援へとつなげることができた。 
 
【４】成果と今後の課題 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 

 ○学校訪問 １１校 対象児童生徒１２名 合計１５３回 

 ①対人関係に課題のある児童や、共依存の傾向にある母子関係の改善に向けてカウンセリングを行い、教職員

と情報を共有し指導に生かした。 

 ②教師の指導に従わない学級集団の改善のために、指導主事と一緒に学級を見取り、児童相互及び教師と児童

との関係を分析し、信頼関係の促進に向けた助言を行った。学年職員や養護教諭等を交えたサポート会議を

開催したことが、担任の負担感の解消と学校全体の目標設定につながり、段階的な指導を行うことができた。 

 ③各学校に配置されているスクールアシスタントを対象に、不登校傾向の子どもや家族とのかかわり方につい

て研修会を行い、スクールアシスタントの指導力向上を図った。 

（２）今後の課題 

 ①ＳＳＷが一人体制であるため、複数の事案に同時に対応することが困難である。 

 ②今後、社会福祉士や精神保健福祉士の人材確保も視野に入れていく必要があるが、学校の願いを理解し協働

できる資質を有する人材採用の方法を検討する必要がある。 

 ③ＳＳＷの役割と効果が認知され学校からの需要が高まってきている。しかし、ＳＳＷの支援が効果的に行わ

れ、学校の組織力が高まるものとするためには、チーム学校としての校内体制の整備と教職員の意識向上を

図る必要がある。 

 ④ＳＳＷの効果的な活用に向けて、学校内にコーディネーター的役割を担う職員を位置づける必要がある。 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

不登校やいじめをはじめとする子どもの問題行動の原因や背景を広い視野からとらえ、家庭環境の改善を含め

た組織的支援に参加し、支援全体の活性化や充実を図り、問題の解消を目指す。 

学校への支援においては、校内のチーム支援体制づくり、関係諸機関との連携及び協力体制づくり、校内ケー

ス会議の開催と活用、本人や保護者への教育相談、家庭訪問や関係諸機関利用への協力や情報提供等を行う。こ

のような支援において、スクールソーシャルワーカーは福祉職としての専門性を生かし、支援全体の調整役も務

めながら、学校の取組の充実を図る。 

（２）配置・採用計画上の工夫 
市内小・中学校の実情に応じて、スクールソーシャルワーカーによる支援対象地域を４地域に分け、拠点型・

派遣型として該当する小・中学校への訪問支援活動を実施し、重点的に支援する。また、兄弟姉妹で小・中学校

への支援が必要な場合もあるため、中学校区を区分として同じスクールソーシャルワーカーを配置する。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 
・配置人数 スクールソーシャルワーカー ４名 

・所有資格 社会福祉士、精神保健福祉士、その他社会福祉に関する資格、心理に関する資格【重複あり】 

・勤務形態 週４日（月～木曜日）、１日７．５時間勤務、週３０時間 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 
・スクールソーシャルワーカー活用マニュアルを作成し、小・中・特別支援学校及び関係機関へ配布する。 

・定例校園長会議や副校長・教頭会議、主任児童委員研修会、適応教室指導員研修会等で説明する。 

・拠点校、新規派遣校については、年度の初回訪問時に、担当指導主事が同行して個別に説明する。 
 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 
・スクールソーシャルワーカー 

（２）研修回数（頻度） 
・年複数回、研修会等へ参加。（文科省後援の研修会や県の「ＳＳＷ推進シンポジウム」など） 

・庁舎（学校教育課）に全員が勤務する日に、担当指導主事を含めた事例検討会や情報交換をする。 

（３）研修内容 
・児童福祉の観点から、発達障害、虐待、貧困の児童・家庭への対応について考える。 

・事例コンサルテーション 
（４）特に効果のあった研修内容 

スクールソーシャルワーカーが個々に抱えている事例に対して、他のワーカーたちがそれぞれの経験の中か

ら、具体的な対応策を出し合って検討会を実施したことで、効果的な支援に努めることができた。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
現在、スーパーバイザーの設置はない。 

（６）課題 
・事例検討会や研修会等の定期的な実施と、さらなる内容の充実 

・スーパーバイザーの設置 

・研修費（出張費・講師謝金など）の拡充 
  

高崎市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】貧困対策のための活用事例（家庭環境の問題、福祉機関との連携、発達障害） 
・小学校１年生（特別支援学級・父子家庭（叔母が同居）） 
・本児とその弟が自宅からいなくなり、学校と警察が捜すことをきっかけに SSW が介入。弟は、幼稚園が終わ

ると父方祖母宅で祖母が面倒をみていた。そのため、本児は放課後デイサービス利用を開始し、居場所作りが

できたため、どこかに行ってしまうことはなくなった。 
・同時に、父が経済的に困窮していることを祖母から告げられた。SSW は父と相談し、生活保護でなく生活困

窮者自立支援法における住居確保給付金と自立相談支援事業による就労支援を受けることになった。支援活動

を通して、父がエンパワーされていくことで自信をつけていく様子を、他の機関の支援者とともに、SSW と

して見守ることが出来た。そして、正社員としての就労が決まり、社会福祉協議会から緊急小口資金の貸付を

受け、当面の生活基盤を築くことができた。 
・父は本児への関わりや養育に対して困り感を示したため、SSW は児童相談所や子ども発達支援センターを紹

介し祖母、父親と叔母が相談へ行った。 
・支援を通して、父や叔母の養育力の低さがうかがえたため、現在もなお、支援のキーパーソンである祖母と連

絡を取りながら、学校、放課後デイ、こども発達支援センター、児童相談所と連携体制を維持している。 

【事例２】貧困対策のための活用事例（強迫性障害・父の精神疾患・生活困窮・家庭環境の問題） 

・小学校６年生（Ａ君） 
・Ａ君は強迫性障害であり、中学年の頃から集団での適応が困難になり離席が増える。また、父が精神疾患をか

かえており、感情の浮き沈みが激しいため、Ａ君にも大きな影響を与えていた。Ａ君は、学校では他者にエネ

ルギーを向けていくタイプであったが、高学年になるにつれ、自傷等感情が内に向けられ、登校を渋るように

なり SSW に相談があり介入。 
・まず SSW はＡ君との関係をつくるため、教室での関わりや、離席の際に保健室へ同行することを通して信頼

関係を築いていった。同時に父・母支援で家庭訪問を繰り返しながら、障害福祉課・社会福祉課・クリニック・

発達支援センターと連携し、父の自立支援医療、生活支援等外部の支援体制を整えた。 
・また、影響力のある父とＡ君との関係を悪化させないこと、Ａ君への療育的支援が必要であること等を考え、

放課後デイサービスにつなげた。さらに、SSW はクリニックと連携しながら母を支え、家庭訪問、面談を続

け、学校では、養護教諭、担任と連携し、校内での対応について共通理解を図るようにした。 
・このように、Ａ君を追い詰めない支援体制を整えながら、学校、家庭、Ａ君を多方面から支えた結果、３学期

にはＡ君も落ち着きを取り戻し、卒業式にも参加できるまでになった。 
 
【４】成果と今後の課題 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 

・支援対象人数は、小学生１３４人、中学生６９人 

・訪問回数は、学校訪問１１３１回、家庭訪問５５４回、関係機関訪問３０７回 

・スクールソーシャルワーカーが支援した事案のうち、「問題が解決」または「問題が好転した」件数の割合は、

支援全体の２６．７％である。 

・教職員とのケース会議だけでなく、関係機関と連携した活動を行うことで、家庭に係る問題など児童生徒を取

り巻く生活環境の改善に、スクールソーシャルワーカーの支援は効果的なものとなっている。 

（２）今後の課題 

・スクールソーシャルワーカーの人材確保とスーパーバイザーの設置 

・スクールソーシャルワーカーの資質向上のための研修体制の充実 

・学校からの要請に対する支援体制の見直し 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

いじめ、不登校等の課題を抱える児童生徒について、その背景にある生活環境への働きかけ及び改善を図るた

め、教育分野と社会福祉等の専門的な知識・経験を有するスクールソーシャルワーカーを配置し、川越市の教育

相談体制の一層の充実に資する。 

 

（２）配置・採用計画上の工夫 

川越市の相談機関である教育センター分室（リベーラ）に SSW を３名配置している。学校長の要請により、 

教育委員会が学校等に派遣している。 

 ２９年度より配置型導入を予定のため、１０月より、１名を小学校に配置し、配置型のモデル実践を行った。 

 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

 配置人数  ３名 

   資格    精神保健福祉士 ３名  社会福祉士 ２名  教員免許 １名 

   勤務形態  １名→年間８０日、１日６時間 ２名→年間４０日、１日６時間 

 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

 「川越市立教育センター分室スクールソーシャルワーカー活用指針」を策定し、学校等に配布し

て活用を図っている。また、スクールソーシャルワーカーにも、研修会で周知している。 

 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
 
（１）研修対象 
   スクールソーシャルワーカー ３名 

（２）研修回数（頻度） 
年５回 （４月、７月、８月、１０月、２月） 

（３）研修内容 
・事例検討 

   ・講話 （SSW の業務 チーム支援と校内体制） 

   ・教育相談コンサルテーション研修会、特色あるさわやか相談室づくり研修会に参加 

（４）特に効果のあった研修内容 
・事例検討  

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ＳＶの設置  あり  

○活用方法    

・研修会の講師 （講演） 

・事例検討におけるスーパーバイズ 

（６）課題 
・スクールソーシャルワーカーの専門性向上のための研修内容の充実 

・配置型、拠点校型への移行に向けて、学校内での対応の在り方についての研修の実施 
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【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】不登校のための活用事例（③不登校⑥その他） 

<ケースの概要> 

・小学校男子。父、母、姉。母は、養育力が低く、父が出勤した後、渋る本人を登校させることができない。 

<SSW の支援> 

・学校訪問し、客観的事実を把握した後、両親と面談した。出勤後の家庭の状況を父に伝え、理解を得るととも

に今後の対応について話をする。 

・その後、登校ができるようになったが、教室で不適応を起こし、授業妨害等をするようになる。SSW が教室訪

問し、対応について担任・管理職と話し合う。 

・保護者面談を繰り返す中で、保護者から発達の不安が出てきた。SSW が医療につなげる。 

・病院のワーカーと情報共有し、学校に伝える。 

＜成果＞ 

・本人が徐々に安定しはじめ、学校生活も順調に送れるようになってきている。 

【事例２】保護者が不安定で養育が不十分な児童のための活用事例（①貧困対策③不登校） 

＜ケースの概要＞ 

＜概要＞ 

・小学生の兄弟。母子家庭。母が精神的に不安定で、午前中起きられない。そのため、毎日午後から登校してい

た。学力が身につかず、欠席が増えている。 

<SSW の支援> 

・管理職と一緒に家庭訪問。福祉との関わりを拒絶していた母だが、SSW の話には応じた。 

・定期的に家庭訪問する。家庭訪問した際には、兄弟を連れて登校させる。 

・登校後、兄弟の学習支援も手伝い、関係性を深める。 

<成果> 

・粘り強く関係性を作ったことから、母、兄弟共に SSW を信用するようになった。兄弟は、SSW が来ると喜んで

登校するようになった。母も前向きになり、早起きを心掛けるようになった。福祉へのつながりの拒否もなく

なった。個別学習で学校への抵抗がなくなったことと、母が早起きするようになったことで、兄弟の不登校が

改善された。 

 
【４】成果と今後の課題 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 

・３名のスクールソーシャルワーカーが対応した件数  ６３件 （１名８０日、２名４０日勤務） 

 そのうち、問題が解決・改善したケースの割合は、  ８６％ 

・訪問回数   １３０回 （学校１０５回、家庭２２回、その他３回） 

・ケース会議数  ８６回 

・SSW 配置事業も２年目となり、継続的にかかわるケースが増えた。また、配置型のモデル実践を勧めたことに

より、家庭訪問数やケース会議の数も増加している。 

・大学教授のスーパーバイズにより、SSW の質が向上している。スーパーバイザーが率先してケースを担当する

ため、学校からの信頼を得ることができている。 

（２）今後の課題 

・平成２８年度までは派遣型で活動していたが、２９年度より配置校型を導入開始をする。配置型と派遣型を併

用しての運営方針を作成していく。 

・今後、SSW の増員や困難事例の増加が予想させるため、質の向上が見込まれる研修の在り方を考えていく。 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

不登校・暴力行為・児童虐待等の問題に対して、児童生徒が置かれた環境に働きかけ、関係機関と連携 

しながら問題解決を図る。 

（２）配置・採用計画上の工夫 

    中核市移行に伴い、平成２７年度より市としてＳＳＷ３名を教育センターに配置している。（平成２６

年度は県費によるＳＳＷ２名を配置）また、本市では、市内全ての小・中学校４５校において「小中一貫

教育推進研究」として研究を委嘱している。このことを受けて、小中一貫校としてブロックを組んでいる

小中学校区に合わせてＳＳＷを配置することで、小中一貫教育を踏まえた包括的支援にあたっている。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

①配置人数 → 教育センターに３名配置（小・中学校長が教育センター所長宛に派遣を依頼し、所長が  

地域担当ＳＳＷを該当校へ派遣する。） 

②資格   → 社会福祉士・精神保健福祉士等 

③勤務形態 → 原則として平日週２日、１日あたり７時間（９：００～１７：００）とし、月曜日から   

金曜日の間に割り振る。 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

    ガイドラインを作成し、活用のねらい、校内教育相談体制におけるＳＳＷの位置付け及びスクール 

ソーシャルワーク活動における留意事項等を校長会等で周知している。 

【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

  ①市独自に主催している福祉関係及び保健関係の研修会に参加 

  ②県が主催している研修会に必要に応じて参加（希望参加） 

（２）研修回数（頻度） 

  ①学期に１回程度 

（３）研修内容 

  ①児童虐待関係 

  ②ＤＶ関係 

  ③カウンセリング関係 

（４）特に効果のあった研修内容 

ＤＶ関係 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

①ＳＶの設置 → 無 

②活用方法 → 無 

（６）課題 

    社会情勢及び経済状況等の変化による保護者の失業や精神疾患等が増加傾向にある。それに伴う家庭環

境が悪化しており、今後ますますネグレクト等の問題に対応する必要がある。 
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【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】不登校解消のための活用事例（③不登校） 

幼児期より集団体験もなく、小学校低学年より不登校状態であった兄弟が、ＳＳＷの家庭訪問の継続によって

登校するようになった。母の孤立が激しく、他機関の関わりもない家庭であったが、週１回の家庭訪問の中で、

母や子供たちとの信頼関係を構築していった。兄が中学に進学するタイミングで開かれた小中合同のケース会議

にＳＳＷも参加し、小中の教員が綿密な連携を行う中、情報提供を行った。その結果、小学校のときの担任が、

中学校に兄を連れて行ったりする中で、登校を始めることができるようになった。 

【事例２】精神疾患を抱える母親への支援のための活用事例（③不登校） 

母は２０代から摂食障害。父は本児が小学生のときに死亡。それ以来、分離不安からか学校へ自力で行けず、

母の送迎が必要になる。母は父を失った悲しみや経済的な不安や毎日の生活のストレスから鬱病が重篤になった

ために家事もできなくなり、朝、起きることもできず、本児が不登校になった。ＳＳＷが生活保護受給のため、

生活福祉課に連絡を取るとともに福祉サービス利用のため精神障害者手帳取得に向けて障害福祉課との仲介を

行った。母は病院へ通うことで精神がやや安定し、養育態度に改善が見られている。また、介護保険の案内や、

母親の養育に関するアドバイスを、家庭訪問を通して行っている。 

【事例３】日本語習得が苦手な生徒への支援（③不登校） 

本児は、小学生のとき、外国から母と来日した。その後、父と暮らすために引越しもした。その頃から中学校

への登校しぶりや、部屋に引きこもる生活が始まる。日本語習得が未熟なため、意思を伝えられない、日本語を

話す自信がない、授業がわからない、テストができない、等の理由を、ＳＳＷが家庭訪問で聞き取り、母親との

面談を重ねる中で、母親の精神安定も支えていった。また、担任と一緒に家庭訪問を行い、異文化の中で暮らす

不安を受容し、二つの文化を知る本児に自信をもたせた。学力面では市の日本語教室を紹介し、日本社会の中で

生きていく力をつけることを目標にしながら、支援を続けている。 
【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 

○不登校発生率について 

 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９目標値 

小学校 ０．１８％ ０．２２％ ０．１９％ ０．２０％ ０．１０％ 

中学校 ２．１４％ ２．３１％ ２．０６％ ２．０３％ ２．０６％ 

 

 

 

 

※Ｈ２９目標値は「平成２９年度 総合的な不登校対策」に掲げる数値 

児童生徒が明るく楽しい学校生活を送り、豊かに自己実現を図ることができるよう「平成２８年度総合

的な不登校対策」のひとつとしてスクールソーシャルワーカーを市内各小中学校の要請に応じて派遣し、 

学校と連携して児童生徒が置かれた様々な環境へ働きかけを行うとともに、関係機関等とのネットワーク

を活用しながら、問題を抱えている児童生徒及びその保護者等に包括的に支援を行い、問題の解決を図っ

た。その成果として、平成２８年度中学校の不登校発生率が平成２７年度と比較し、０．０３ポイント減

少している。 

（２）今後の課題 

①経済・健康への問題を抱えているケースもあり介護保険、年金制度、未成年後見人制度等、社会福祉制度 
について知識だけではなく実践的・具体的に活用していくための研鑽を積むことが必要である。 

②精神疾患の病気の知識や対応の仕方について研鑽を積むこと。 
③学校、教育センター、関係諸機関（子育て支援課、生活福祉課、医療機関等）と連携をとり、チームとし

て児童生徒及び保護者を支援していくこと。 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 
 教育相談訪問指導員だけでは厳しいと思われる家庭に訪問し，関係機関等と連携し，児童生徒や保護者の課題解決を図る。 

（２）配置・採用計画上の工夫 
 不登校児童生徒支援事業として設置されている，市内に 3か所ある学習相談室に配置することで，不登校の児童生徒の情報が

集約できるようにしている。学習相談室の設置にあたっては，市内を 3地域に分けて相談，訪問，学習指導を行っているため，

地域の不登校支援の拠点となっている。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 
 3 名（平成 28 年度），教員免許，幼稚園教員免許，6時間/1 日 年間 136 日以内 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 
「柏市スクールソーシャルワーカーに関する要領」を策定しているが，別に「ＳＳＷの活用の手引き」を作成し，各校に配付予

定である。 

 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 
実施していない 

（２）研修回数（頻度） 
（３）研修内容 
（４）特に効果のあった研修内容 
（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置 無 

○活用方法 
（６）課題 
 今後は，より複雑化していく不登校の背景に関わる諸問題への対応，他機関との連携の在り方等について，研修を実施するこ

とと，ＳＶを活用することについては，整備していく必要があると考えている。 

 
【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
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【事例１】医療受診へつなげるための活用事例（例；⑥その他） 
 リストカットを繰り返す中学 3年女子。校内で，７針を縫うリストカットをし，養護教諭が病院へ連れていく。これまでも

摂食障害の時期もあり，養護教諭が相談に応じていた。 

 ＳＣへつなぎ，母子のカウンセリングを実施。その結果，母子関係がうまくとれていないことが明らかになった。本児も医

療を受けたいという希望があったものの，本児には，病後の後遺症で障害が残り支援が必要な兄がいたため，母親は本児を気

に掛ける心の余裕がなかった。また，父親は別の兄の対応に追われ，余裕がなかった。 

 本児を医療につなげるため，ＳＳＷが関係機関に同行受診を依頼。また，受診前に，保健所保健予防課の「心の健康相談」

にて，精神科医からアドバイスをもらうよう，母親へ予約方法を伝えた。 

 母親への支援として，兄の養育軽減を図るため，放課後デイサービスの利用につなげた。母親に対して，手続き上の支援が

必要なことも分かったため，関係機関へ依頼した。 

 受診の際，養護教諭も同行受診したことで，校内でも本児の健康状態を把握することができ，対応することができるように

なった。医療受診後，リストカットは治まり，落ち着いて学校生活が送れるようになった。 

 



【事例２】家庭環境の問題のための活用事例（①貧困対策④児童虐待ネグレクト） 
 父子家庭の父親が失踪した中学３年女子。母親はすでに亡くなっており，父親と二人暮らしであったが，父親が失踪。食べる

ものがない，と本児より学校に相談があった。 

 学校は，児童相談所に相談し，一時保護となる。児相で今後について調整し，亡くなった母親の姉宅へ引き取ることとなった。

しかし，姉宅も経済的に厳しく，本児への経済的支援が欲しいと訴えがあった。 

 そこで，養親と本児，中学校との面談にＳＳＷも同席し，今後について話しあった。本児は，高校進学を希望，養親は，失踪

した父親の親権を剥奪したいと訴えた。 

 ＳＳＷからは，児童手当，児童扶養手当の情報を提供。また，高校進学に向けての奨学金，教育資金貸付の情報提供，未成年

後見人制度の情報提供，親族里親制度の情報提供を行った。 

 
【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 
 スクールソーシャルワーカー活用事業が初年度である平成２８年度は，３人を配置し，相談件数がのべ６５件，支援のための

アクション回数が１０７９回であった。この件数・回数が多いのか，少ないのか他年度との比較ができないので，この数字だけ

では，成果があったのかどうかは判断できない。 

 ６５件のケースのうち，主訴が解消したものが２４件であるが，この数字についても単純に成果があったかどうかを判断する

ことは難しい。ケースによって，１度の相談で問題が解消する場合や，数か月，もしくは年単位の関わりを要する場合もあり，

当該年度で解消しきれないケースもある。 

 市内の小学校４２校中，対応した学校数は２０校（全体の４８％），中学校は２０校中１３校（同６５％）であった。小学校

は学級担任制であり，担任が児童の生活面においても密な関わりをすることから，何か問題が起こっても担任が表に立ち，解決

に向かう傾向があるのかもしれない。しかし，児童生徒が直面する問題に対し，より早期からＳＳＷ等専門家が関わることで，

重大事態に陥る前に解消へと向かうと考えられることから，小学校においても活用を啓発していく必要があるといえよう。また，

「チーム学校」の視点からも，担任一人に任せるのではなく，校内での支援体制を整えていきたいところでもある。 

 本市においては，市内を３地域に分け，それぞれの地域にある不登校支援の場となっている「学習相談室」にＳＳＷを配置し

ている。そのため，不登校の背景に家庭環境の調整や他機関の支援が必要なケースに関しては，早急にＳＳＷへとつなぐことが

できている。学習相談室には，訪問指導員がおり，家庭訪問や学校訪問に同行することができている。 

（２）今後の課題 
 本市では，平成２８年度よりスクールソーシャルワーカー活用事業を始めた。立ち上げ年度ということもあり，勤務形態につ

いても，まだ手探りの状況である。また，質の高いケースワークのためには，社会福祉士，精神保健福祉士の有資格者を採用し

たいところであるが，他の自治体と比較しても本市の現在の勤務条件はよいとは言えず，公募をかけても希望者がいるかどうか

については，疑問の残るところでもある。各学校の管理職の中でも，積極的にＳＳＷを活用できるかどうかの差がある。これは，

まだ実績がなく認知度が低いこと，具体的な活用方法が周知できていないこと，どの場面で活用したらよいのか共通理解されて

いないことが原因ではないかと考えられる。 

 そのために今年度は，ＳＳＷの活用の手引きを作成したり，教育委員会事務局が中心となり，学校とＳＳＷをコーディネート

していったりすることが求められている。また，「学校教育と福祉の連携」を念頭におき，市の福祉部局と連絡会を開催するこ

とで，情報の共有，多方面からの支援を実現していきたい。 

 今後は先進的な自治体，地域の活動状況等も視察し，柏市の子どもたちを支援していくためのＳＳＷの体制づくりをしていく。 



 
 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

不登校の要因や背景が多様化、複雑化している中で、ＳＳＷ、心理職及び教員経験者で構成する登校支援チームを配置し、市

立小・中学校全体を対象として「個票システム」の活用を通して不登校の未然防止や不登校の解消につながる取組みの支援を行

う。特に学校だけでは対応が困難なケースについては、学校の要請によりＳＳＷを派遣し、福祉的な観点から支援を実施し、関

係機関との連携により子どもを取り巻く環境の改善を図る。 

（２）配置・採用計画上の工夫 
・教育、心理、福祉の各領域の専門家チームを構成し、チームとして不登校児童・生徒の実態把握や分析ができるようにしている。 

・不登校特例校である高尾山学園に配置し、市内の不登校対策の拠点としている。 

・ＳＳＷの専門性と対応力の向上を図る為、ケースに応じて複数の専門家をスーパーバイザーとして活用する体制を整備している。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 
○配置人員 3 名  

○資格 社会福祉士、精神保健福祉士  

○勤務形態 1 日 7.5 時間 週 4日（年間 192 日） 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 
「総合・教育相談活用ガイド－教職員用－」を作成し全校に配布している。ＳＳＷの活用については、○ＳＳＷとは○どういう

時に派遣されるか○支援内容等となっている。また、年間の取組み状況を「総合教育相談室活動報告」として学校及び関係機関

に配布している。 

 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 
スクールソーシャルワーカー全員 

（２）研修回数（頻度） 

 ・スーパーバイズ：年８回  

・多摩総合精神保健福祉センター 精神保健福祉研修：適宜 

（３）研修内容 
 ・ケースの見立てや支援方針、対応、学校との協働、関係機関連携等について、福祉・教育・医療・心理等の分野からスーパー

バイザーを招き、そのケースに関わる関係機関の職員も出席して多角的に検討すると共に、ＳＳＷの資質向上をはかる。 

・多摩総合精神保健福祉センターの精神保健福祉研修は、各ＳＳＷに必要な研修を選択し受講。 

（４）特に効果のあった研修内容 
 ・当該ケースの見立てや検討に必要な分野のスーパーバイザーをその都度選定した上で、関係機関職員及び所管内の多職種が加

わってケースを立体的にとらえ、支援方針を検討することで、介入の糸口や支援の新たな切り口が見出された。 

 ・ＳＳＷによるケース会議運営手法に対するスーパーバイズでは、会議出席者の意見を引出し、学校が持つ力を活用して解決策

や支援方法を見出す方法について助言を受け、ＳＳＷの資質向上に役立った。 
（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ＳＶの設置 

 ・特定のスーパーバイザーに固定をせず、検討を必要とするケースの状況に合わせて、福祉・教育・医療・心理等の専門的見地

から助言が得られるスーパーバイザーに依頼している。 

○活用方法 
・１回あたり約３．５時間を確保して、２ケースについて状況や支援経過を説明の上、助言を受ける。 

・実際にケース会議を開催してその様子をスーパーバイザーが観察し、ＳＳＷのケース会議運営手法について助言を受ける回を

設ける。 

・ＳＳＷだけでなく、課長、課長補佐、主任、所管内研究主事及び心理相談員も出席し、チームで支援方針を検討・共有する。 

・スーパーバイズ終了後、所管内でふりかえりを実施し、スーパーバイズを受けた内容のまとめや今後の支援への反映、他の 

ケースへの水平展開等を具体的に確認・検討する。 

・次回スーパーバイズについては、まず検討を必要とするケースをＳＳＷが選定し、どのような分野からの助言が必要か検討し

た上で、スーパーバイザーを選び、依頼している。 

（６）課題 
・当該ケース児童生徒が在籍する学校や関係機関も出席してスーパーバイズを実施するため、日程調整が難しい場合がある。 

 
 
 
 
 
 
 

八王子市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】不登校対策のための活用事例（③不登校） 
《家庭環境》 

外国籍母と本児との母子家庭。日本人実父から母へのＤＶがあり離婚。生活保護受給。 

《母の状況》 

母には読み書きできる言語はひとつもなく、会話は英語が中心で日本語は不十分なため就労も難しい。また、短気で気性が荒

く、居酒屋で暴れて警察に拘留されたり自宅に交際相手を泊まらせたりと素行面に問題がある。その一方で本児への愛情は深く、

将来しっかりと自立して欲しいという考えを持っている。 

《本児の状況》 

家庭環境から、小学校低学年から欠席がちとなる。中学入学を前に、母と近隣とのトラブルがもとで転居。小学校の学区から

離れた中学に入学することになり、入学後間もなく不登校となった。 

《支援とその結果》 

ＳＳＷは小学校低学年から介入。各種手当や生活保護に関連する手続きを支援し福祉事務所等につないだ。また、学校や児童

相談所とも連携し、中学入学後、児童相談所との面談や相談室登校を調整し、本児と一緒に登校して相談室で共に過ごすように

したところ、本児は同じく相談室登校をしている友人と登校できるようになった。母は文化的・宗教的背景から「校内、または

教員であったとしても男性と本児がふたりきりで過ごすことは許さない」と考えているため、ＳＳＷは学校が充分配慮している

ことを母が理解できるように丁寧に接し、登校時には担任や養護教諭が相談室に立ち寄り声掛けをするなど、学校と連携して相

談室登校を支えた結果、週に２～３回の登校が安定してできるようになり、高校進学に向けた意欲も出てきている。 
 

【事例２】不登校対策のための活用事例（③不登校） 
《家庭環境》 

両親、３人きょうだいの５人家族。父は子育てを母に任せきり。 

 《母の状況》 

生真面目な性格で本児の欠席を許せず、正社員からパートに変更するなど、ひとりで必死に本児を登校させようとしていた。

本児の不登校に対応する中で、次第に「本児のことが嫌い」、「この子がいなければいい」などと感じるようになり、それが自

己嫌悪につながる悪循環を起こすようになった。 

《本児の状況》 

おとなしいが芯が強く、４年生までは問題は見られなかったが、５年生後半から登校を渋るようになった。登校時は保健室で

過ごすなどしていたが、次第に登校できる日数が減ってきた。母とは登校を巡って対立するようになり、家族との外出も嫌がり、

入浴も毎日ではなくなる等ひきこもり傾向が強まっていった。医療機関を受診するも原因となる疾患は見つからない。中学入学

後しばらくは懸命に登校しようとしていたが、間もなく不登校となり、抜毛などの自傷行為もはじまった。 

《支援とその結果》 

ＳＳＷは６年生から介入。母との定期面談で母の気持ちに寄り添い受け止め、努力を評価しストレスを軽減するよう努めたが、

数日するとまた本児にきつく当たるようになることをくり返した。母が本児を突き放そうとすればするほど、本児は母の愛情を

求めて母から離れられなくなり、年齢不相応に母にくっついて甘えるようになっていった。 

中学入学後は学校以外の登校先を確保する必要性を母に繰り返し伝え、適応指導教室の面談に同行した。当初、本児は母に連

れられてやつれた表情にぼさぼさの髪で通級し、教室でも無気力な様子で、登校支援チームの心理相談員が母と本児との面談の

ために適応指導教室を訪問したこともあった。ＳＳＷは適応指導教室を担当する研究主事や在籍校の担任と連携を続け、母が本

児の努力を認められるように働きかけたところ、本児の表情も少し明るくなり、通級頻度が上がってきた。母の気持ちも少し開

いてきたことで、父や実家の協力を得られるようになり、適応指導教室への送迎は父や祖父母が行ったり、本児がひとりで帰宅

したりできる日も増えてきた。母は「いつかは必ず自分の学校の教室で授業が受けられるようにならなければいけない」と考え

ていたが、「本児にとっては適応指導教室が安心できる居場所だ」と理解し、優しく接することができるようになり、本児は母

にきれいに結ってもらった髪で、ほとんど休まず元気に通級できるようになった。研究主事や学校サポーターに支えられて学習

にも熱心に取り組み、一部の科目では在籍校の進度と大差なく学習できている。さらに、適応指導教室のムードメーカー的な存

在となり、他の生徒と関わりが持てるようになってきた。 
 
【４】成果と今後の課題 
（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 
本市のＳＳＷは不登校児童生徒対策に特化し、学校からの依頼派遣型で活用している。平成２８年度末時点では、市内１０８校

（小学校７０校・中学校３８校）の市立学校のうち、３０校（一部学校には複数の担当ケースあり)にＳＳＷを派遣している。この

派遣校数は平成２２年度のＳＳＷ活用事業開始当初に対して７６％増にあたり、ＳＳＷの活用は市内小中学校に浸透しつつある。

活用事業開始から３年間はＳＳＷを２名配置、平成２５年度より３名に増員し、対応力を向上した。平成２６年度からはＳＳＷが

所属する登校支援チームが市立高尾山学園内に移転し、高尾山学園を不登校対策の拠点として機能強化したことにより、市内全域

の小中学校で不登校となっている児童生徒への支援と、個々の児童生徒の状況に応じて高尾山学園を活用することが有機的につな

がるようになった。学校だけでは対応が困難なケースについてＳＳＷがケースを受理して介入する直接支援に並行して、平成２７

年度からは学校への間接支援に力を入れている。ケース会議や関係者会議を軸に、学校による支援の糸口や方向性を共に検討し、

会議後も継続的に学校を支援することで、不登校の初期段階からの校内での支援が進むと同時に学校の対応力も向上し、校内で他

ケースにも水平展開される等、効果が出ている。 
 

（２）今後の課題  
 不登校以外には目立った問題が明らかになっておらず、保護者の危機感もないために関係機関にはつながらない上、学校からの

再三の働きかけにも応じずに、児童生徒の様子が把握できない状態が長期間継続するケースが増えている。このようなケースでは

ＳＳＷの関与を保護者が了解しない場合が多いため、ＳＳＷが学校への間接支援のスキルを高める事で、学校の対応力の更なる向

上を目指すことが必要となっている。 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

問題を抱える児童・生徒が置かれた環境への働きかけや関係機関とのネットワークの構築など、多様な
支援方法を用いて、児童・生徒の問題行動等の予防や早期解決に向けた対応を図るため。 

 
（２）配置・採用計画上の工夫 
   ６つの小学校を拠点として配置する。要請により、それ以外の市立小中学校・特別支援学校・高校のケ

ースにも対応する。派遣依頼があった学校のみならず、各スクールソーシャルワーカーが担当する学校
を訪問し、支援が必要な児童生徒の早期発見とその対応を行っている。 

 
（３）配置人数・資格・勤務形態 

＊６名（１名が予算上の２名分で勤務しており実質は５名） 
＊社会福祉士または精神保健福祉士、その他社会福祉や教育等に関して専門的な知識や経験を有する 
者。 
＊非常勤職員として、４名は年間３５日、1名は年間７０日、1日７時間４５分勤務。 

 
（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

  ◆実施要綱 
   ①趣旨 ②スクールソーシャルワーカーの派遣 ③スクールソーシャルワーカーの職務 
   ④経費負担 ⑤連絡協議会 ⑥その他 
  ◆活用の手引き 
   ①スクールソーシャルワーカーとは  

②スクールソーシャルワーカーが活用される場面の例  
③スクールソーシャルワーカーにできること（支援教育コーディネーターと連携して）  
④教育委員会の役割  
⑤スクールソーシャルワーカーが対応する前に学校で準備しておくこと  
⑥スクールソーシャルワーカーの対応例 

   ＊学校あて文書、各種研修会・連絡会等を通して周知。 
 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 
  ・市所属スクールソーシャルワーカー５名 
 
（２）研修回数（頻度） 
  ・年３回 
 
（３）研修内容 
  ・事例検討 
  ・他機関との連携協議 
  ・情報交換 
 
（４）特に効果のあった研修内容 
  ・扱っているケースの一つをピックアップし、他のスクールソーシャルワーカーと共にケース検討を

実施。 
 
（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置 
 ・５名中１名のスクールソーシャルワーカーがスーパーバイザーを兼ねる。 
○活用方法 

  ・年２回、他４名のスクールソーシャルワーカーの拠点校を訪問し、スーパーバイズを実施。 
  ・年３回の研修（情報交換会）での事例検討におけるスーパーバイズ。 
 
（６）課題 
  ・関係機関との顔の見える連携の強化。 
  ・１名のスクールソーシャルワーカーがスーパーバイザーを兼ねており、そのスーパーバイザーが主

で対応しているケースもあるため、スーパーバイズが後手になってしまう。     

横須賀市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】暴力行為、発達障害等に関する課題への活用事例（④・⑤・⑥） 

  周りの児童や教師への暴力的な行為が見られる男児についての相談で、学校よりＳＳＷの派遣依頼。ＳＳ

Ｗが保護者と面談をする中で、子どもへの困り感と同時に、虐待的な行為を確認する。その後、学校とＳＳ

Ｗでケース会議を持ち、児童相談所や療育相談センター等との連携も考えたが、最終的に警察の少年相談保

護センターを紹介することを決める。ＳＳＷからの紹介で本人及び保護者と保護センターで面談をするよう

になった。保護者へは、子どもへの関わりのアドバイスを中心に、子どもへは、心理検査の実施や触法行為

という視点から話をしてもらった。また、学校でも本人の困り感を保護者に伝える中、年度替わりに支援級

に転籍。小集団でより適する支援を受けられることによって、暴力行為が減少し、周りの児童や教員とのか

かわりが改善した。 

 
 【事例２】不登校、児童虐待に関する活用事例（③・④） 
  家事手伝いや下の子の面倒を見るという理由で欠席が目立つ小学校女児。児童相談所と連携しているケ

ースであったが、学校からの要請でＳＳＷもケース会議に参加。役割として、母との関係作りに始まり、そ

の後下の子である未就学児が保育園に入園できるよう支援。結果、未就学児が保育園通室を開始し、女児も

家事負担が減少。登校できる日が増加した。 

 
【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 
○「児童生徒を取り巻く環境チェック」という調査を、市の取り組みとして年 2回実施。そのチェックに当

てはまる児童生徒においては、スクールソーシャルワーカーが訪問しての聞き取りを実施した。それによ

って、環境面での支援を必要とする児童生徒の早期発見、対応ができるようになった。また、この取り組

みで、各学校とＳＳＷとがより身近な関係になった。 

○教職員との情報交換や本人および保護者との面接の様子から、必要に応じて関係機関を招いて要保護児童

対策地域協議会を開催するなどした。関係機関で役割分担をし、それぞれの立場で支援を継続することで、

児童生徒を取り巻く環境が整えられ、問題改善につながった事例もあった。 

○ＳＳＷがケース会議に参加し、福祉の視点で支援策の道筋をアドバイスすることで、停滞していた教員の

動きが前進するようになった事例もあった。 

○ＳＳＷが家庭訪問や関係機関との連絡をとるという実働をすることで、成果があがっていることはもちろ

んであるが、教職員が関係機関とのつながり方や家庭との効果的なやりとりのしかたについて学び、チー

ムで動いていくきっかけづくりとなった。 

○ＳＳＷへのコンサルテーション依頼が増えている。 

 

【相談実績（回）】＊平成 28年度より、ＳＳＷ３名から６名に増員。 

 支援児童生徒数 訪問件数 ケース会議開催数 機関連携件数 

Ｈ23 56 233 63 119 

Ｈ24 67 207 55 116 

Ｈ25 119 231 65 118 

Ｈ26 104 164 67 166 

Ｈ27 115 204 44 156 

Ｈ28 447 386 58 246 

   ＊訪問先 …学校、家庭、市教委、関係機関等 

   ＊機関連携…児童家庭福祉関係 保健医療関係 警察関係等 

 

（２）今後の課題 
○ＳＳＷの資質向上が必要である。 

○各関係機関との顔の見える連携。 

○ＳＳＷが介入すべきケースに着実に対応できるように、ＳＳＷの役割を更に学校に周知する。 

○各ケースへの対応時間の増加。 

 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 

 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
 

  

富山市教育委員会 

（１）ＳＳＷ配置の主な目的 

    いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待等、生徒指導上の課題に対応するため、教育分野に関する知識に

加えて、社会福祉等の専門的な知識・技術を用いて、児童生徒の置かれた様々な環境に働きかけて支援を

行うＳＳＷを配置し、教育相談体制を強化する。 

（２）配置計画上の工夫 

    単独校型（１校に年間を通じて派遣する）は、小学校１４校、中学校５校。拠点校型（拠点校を中心に

近隣小中学校に適宜派遣）は、小学校１、中学校６校。派遣型は、市教委で４９５時間確保し、必要に応

じて派遣した。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

   ・ 配置人数（資格）：ＳＳＷ９名（延べ人数：社会福祉士８名、精神保健福祉士３名、小学校教諭１種

１名、特別支援学校教諭１種１名、小・中・高等学校１種<家庭>１名） 

  ・ 勤務形態（１校当たり）：70 時間（週 2時間×35週）…19 校、105 時間（週 3時間×35 週）…3校、

140 時間（週 4時間×35週）…4校、市教委 495 時間 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

  ・ 家庭と学校、関係機関をつなぐＳＳＷのフットワークを最大限活用して、児童生徒の良好な学校生活、

家庭生活への接続を目指し、関係機関、学校と綿密に連携しながら活動する。 

  ・ 連絡協議会を定期的に行い、活動の振り返りとＳＳＷ間の情報交換により、より円滑な支援活動が行

えるように工夫するとともに、月に１度の研修会を開き、スーパーバイザーの助言の下にＳＳＷとして

の資質の向上を図る。 

  ・ 校長会等で支援体制の説明をするとともに、機会あるごとに各小・中学校に活動を紹介する。 

（１）研修対象 

  ・ 市ＳＳＷ９名 

  ・  ＳＳＷ配置小中学校の担当者２６名 

（２）研修回数（頻度） 

  ・  月例研修会を月に１回（市ＳＳＷ８名、スーパーバイザー1名） 

・  連絡協議会を年に２回（市ＳＳＷ９名、小中学校担当者２６名） 

（３）研修内容 

・  月に１回程度、富山市ＳＳＷ研修会を開き、児童生徒や保護者と面談した際の事例や、ケース討論、

講師等を招いた研修会の報告を行い、ＳＳＷとしての資質の向上を図った。また、年２回の連絡協議

会では、現場に即した相談活動を目指し、来年度の活動計画案の検討を行った。 

（４）特に効果のあった研修内容 

  ・ 年度当初の連絡協議会では、スーパーバイザーからＳＳＷの活動や活用方法、これまでの効果的な

事例や今後の課題等を関係小・中学校の担当者に周知した。各学校の情報交換も含めて、担当者から

は、的確なアドバイスと今後のＳＳＷの在り方について示唆に富む講話を聴くことができ、その後の

活動の支えとなったという声が聞かれた。 

（５）課題 

  ・ ＳＳＷによっては、校内を拠点と考えている人もいる。どのＳＳＷにも、その知識を生かして、フ

ットワークの軽さを身に付けてほしい。  

 

 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例 

 
【４】成果と今後の課題 

【事例１】生活困窮状態のひとり親家庭の支援におけるスクールソーシャルワーカー活用事例（①） 

＜支援対象＞ 

・ 中学２年生男子、母親 

＜現状、背景＞ 

・ 対象家庭は学校納金の滞納も時折あったが就学援助の手続きが遅れてしまい、現金で納付していた。 

・ 母親は精神科に受診していたが、当時は医療費の負担を避けるために未受診であり、無職だった。家計の

状況については不明な点が多かった。 

・ 母親によると、児童扶養手当などのひとり親家庭への支援を受けておらず、これまでは離婚した前夫から

の養育費で生活していた。しかし前夫からの養育費やマンションの家賃が入金されなくなり、貸主からの退

去を迫られた。ひとり親家庭の支援も受給できない状況の下、母親は、前夫に自分たちを生活させる義務が

あると、養育費等の入金を求めていたが、実行されず、子どものためにも自立生活を要望した。 

・ こうした状況の中、当該生徒が担任に家庭のことについて相談した。内容は「宿泊学習から帰ってきたら

家から追い出されるかもしれない。」とのこと。これを受けて担任が危機感を感じ、ＳＳＷに相談した。 

＜ＳＳＷの支援＞ 

・ 学校と関係機関（行政、医療機関）から情報収集を行い、ケース会議を実施した。 

・ 母親と相談し、自立生活のための何らかの支援を受けることを検討した。 

・ ひとり親家庭への支援と生活困窮者支援を念頭に、家庭児童相談課、社会福祉課などと協議し、児童扶養

手当の受給をはじめとするひとり親家庭の支援、生活保護の受給の申請を検討した。 

・ 母親の行政窓口での相談と申請に同行し、転居についての支援を行った。 

＜成果＞ 

・ ひとり親家庭の支援や生活保護を受けることができるようになり、母親は精神科の通院を再開し、再就職

を希望した。 

・ 当該生徒は母親の状況が安定したことにより、落ち着きを取り戻し、学校生活も安定して過ごすことがで

きるようになった。 

（１） ＳＳＷ活用事業の成果 

    ・ 不登校児童生徒や貧困等、問題を抱えた家庭の中で、教員のかかわりが困難な児童生徒・家庭に第三

者的な存在であるＳＳＷがかかわることで、学校・関係機関との接続が円滑になるとともに、生活改善

の道筋が明確になり、児童生徒の学校生活や家庭生活の安定、生活規律の向上につながった。 

  ・ ＳＳＷの支援活動によって、児童生徒の生活改善や家族の自立が目に見えてくることで、福祉・医療

関係機関と学校とをつなぐＳＳＷの役割を見直す教員が増えてきており、家庭の生活環境への働きかけ

について、教員自身が関心をもち始めている。 

  ・ ＳＳＷが学校等でのケース会議のコーディネートをしたり、支援をしたりすることで、学校が一連の

対応の「目標」と「方法（役割分担）」と「スケジュール」を明確に設定することができるようになっ

た。 

（２） 今後の課題 

・  ＳＳＷの活動が効果を上げる中で、人材確保等のための報償金改善が急務である。そのためにも、ど

のようにＳＳＷの活動を評価するかが、重要な課題となっている。 

・  学校現場の現状を理解した上で、問題を抱える家庭に対する接し方を学ぶために、ＳＳＷと教員との

合同研修会を計画的に実施したい。 



 
 

【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 

（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 
学校や教育委員会からの要請に応じ、問題を抱える児童生徒やその家庭に関わりながら、必要に応じて児童相談所

や警察、家庭裁判所等の関係機関との連携役を果たす。 

（２）配置・採用計画上の工夫 
本市には、福祉と教育との連携を図るための機関（金沢市教育プラザ／児童相談所も併設）があり、ここを拠点と

して各学校や家庭、関係機関等に出向けるよう職員を配置している。 

また、課題がある多くのケース等については、複数のＳＳＷで学校との初回の情報交換に臨むなど、相互に連携を

取りながら個々のケースに対応するようにしている。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 
①配置人数：３人 

②所有資格：教員免許状 
③勤務形態：１人当たり 週20時間×48週（年間） 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 
「子どもの幸せと健やかな成長を図るための社会の役割に関する条例（金沢子ども条例）」に基づく具体的な行動

計画として平成２５年３月に策定した「子どもを育む行動計画２０１３」に以下のとおり記載し、パンフレットやホ

ームページ等により、広報を行っている。 

【記載内容】 

  ４．学校の行動指針 (1)小学校・中学校の行動指針 ②豊かな心と社会性を育成します 

   ◇教育相談体制を充実し、関係機関との連携を強化する。 

  ５．行政の行動指針 (7)学校教育等の充実 ④心の教育の充実 

    ◇引きこもり等の細やかな配慮が必要とされる不登校児童への学校復帰支援機能の強化を図る。 
 

【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 

（１）研修対象 
児童相談所職員や小・中学校生徒指導担当者を対象とした研修を受講している。 

（２）研修回数（頻度） 
年間12回程度 

（３）研修内容 
・いじめ、不登校等、子どもの問題行動の状況や学校での取組状況について 

  ・発達障害や児童福祉制度について 

（４）特に効果のあった研修内容 
  小・中学校生徒指導担当者（連絡協議会）の研修を一緒に受講することにより、要支援児童生徒の状況把握や学校

との連携を円滑に行うことができた。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ＳＶの設置・・・無し 

○活用方法・・・無し 

（６）課題 
学校教育、児童心理や福祉制度など幅広い知識やカウンセリング技術が求められる業務であるが、ＳＳＷに特化

した研修を実施できていない。 

金沢市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例 

【事例１】不登校解決のための活用事例（①貧困対策（家庭環境の問題、福祉機関との連携等）、③不登校） 
○状況  中学３年の１学期より徐々に休みがちになり、７月以降欠席が続くようになった。背景には、理数科目が極端に苦

手で学習の自信を無くしたことがあった。また、父親の収入が不安定で家庭の経済状況は苦しく、本人が進学せずに

就職（アルバイト）することを選択したことで、さらに学習意欲が低下し、加えて、学校で友人とのトラブルもあり

不登校となった。母親は、自身が中卒で苦労した経験があることから、本人には高校進学を強く願い、勧めるも本人

は反発し、親子での話し合いも滞りがちであった。 

○方針  校長、担任、教育相談担当と対応を検討し、ＳＳＷが家庭訪問を行い、本人と関わる中で信頼関係を築き、本人の

思いを確認しながら登校や進路に向けての支援を学校と連携して行うとともに、保護者と面談を行い、本人との関係

修復を図ることを目標に支援を開始。 

○概要  ＳＳＷは、９月から週１回程度の家庭訪問を開始した。本人は、美術部に在籍し絵が大変得意で、また読書好きで

もあり文章理解力があり国語が得意であったため、本人の得意な絵や本の話題から交流を重ねた。その中で、本人は

自身の思いを話し始めたことから、その気持ちを保護者や担任に伝えるようなアドバイスや仲立ちを行った結果、色々

な人の話にも耳を傾けるようになり、一緒に考えていくうちに高校進学をも決意し、親子の関係も次第に改善した。

その後は、高校受験に向け本人の苦手な数学の学習支援を開始すると、熱心に取り組み基礎学力が定着し、学校でテ

ストを受けることもでき、成績が向上するなど自信を持ち始めた。本人は当初、通信制や定時制高校への進学を考え

ていたが、担任から得意な美術を学べる公立高校全日制の芸術学部を勧められた。しかし、絵の具等の実技の費用が

掛かること（経済面）から一度は躊躇したが、保護者の強い応援もあり志望を決意した。また、担任からも入試に向

けて、美術教諭からの実技科目指導を受けられるよう配慮があり定期的な登校を再開することができた。その際、担

任は友人関係を考慮し相談室登校など受入れ環境を整え、ＳＳＷは高校授業料無償化制度や石川県教育負担軽減奨学

金についての情報を提供するなどの支援を行った。 

このように、本人の努力に加え、家族や学校、ＳＳＷがチームとしてサポートしたことにより、志望校にも無事合

格し、高校入学後も登校を継続していることも確認できている。 

【事例２】不登校解決のための活用事例（③不登校） 
○状況  以前から登校渋りがあり、小学２年の12月より欠席が続くようになった。学校への拒否感も大きく完全不登校が危

惧される状況にあった。学校は家庭との連絡が取りにくい状況にあり、祖父母・母親共に問題意識も薄い家庭で、夜

遅くまでのテレビ視聴を許すなど、本人の生活リズムも崩れていた。 

○方針  祖母からは、「本人がＳＳＷの必要性を感じていない、誰も困っていない、本人が自身の置かれている状況に気づ

くまでこのままでよい」と訪問を拒否する連絡があったものの、粘り強く説得し、学校と家庭が連携し、学習支援と

生活リズムの改善を図ることを当面の目標に設定し支援を開始。 

○概要  ＳＳＷが週１回の家庭訪問を開始すると、本人が思い描いていたＳＳＷの人物像とは異なっていた様子で、すぐに

受け入れられ深く関わることができた。交流・創作活動（特に夏休みの宿題でバッグ等にも挑戦し、金賞受賞・アイ

デア賞で校外に出品されたサンダルもあった。）や遊び感覚での学習にも取り組めるようになるなど、支援を通して

本人の自信に繋げることができた。また、学校行事への参加や夕方の登校など、少しずつ家庭の意識改革も進んでい

き、教頭とも常に連絡（相談・報告）を密に取りながら、学校と連携して対応を進めることができた。 

このように、生活リズムの改善について本人と一緒に考え取り組んだほか、学校を介して母親からの改善に向けた

協力も得られるようになったことなどから、３学期より午前中の登校ができるまでに状況が改善した。 

【４】成果と今後の課題 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 
学校と児童生徒が関わりを持てない状態であったものが、ＳＳＷが関わりを持ったことで、登校（相談室、別室等を含む）

の機会につながり、学校やその他の人との関わりも持てるようになった等、成果があった事例件数は、46件中24件あった。

（参考 平成26年度 30件中14件、平成27年度 32件中29件） 

（２）今後の課題 
  児童生徒が抱える問題（背景にある家庭環境）は多様化、深刻化しており、幅広い知識（非行、貧困、虐待、発達障害な

ど）や対応力が必要となることや、小・中学校の連携をベースに各学校が組織的に対応できるように関係機関（児童相談所、

福祉、医療、警察、地域など）との連携（チーム体制）のさらなる強化を図っていく必要があるが、連携する機関が増える

ほど、ＳＳＷの負担が増加してきている。特に、貧困対策としては、次年度より市庁舎内に設置される予定の「児童家庭相

談室（福祉部局）」と連携し、一部対応を依頼するなど負担の軽減とともに効果的な支援体制の構築を工夫する必要がある。 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

不登校児童生徒や課題を抱える児童生徒について、家庭や学校等を訪問して本人やその保護者に対して教育

相談を実施し、必要に応じて関係機関と連携して支援などを行う。 

（２）配置・採用計画上の工夫 

教育センターにＳＳＷを配置し、教育センター所属の学校訪問相談担当指導主事や登校支援サポーターと連

携して課題解決にあたる。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

・配置人数  ２人 

・資  格  社会福祉士、精神保健福祉士、教員免許、その他社会福祉に関する資格（介護福祉士） 

・勤務形態  派遣型 １回あたり原則５時間を上限とする。 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

・活動方針等に関する指針は策定していないが、ＳＳＷを含め相談機関をまとめた「学校と家庭を支える相

談支援体制図」を作成し、校長会、教頭会、教育関係者対象の研修会で周知している。 
 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

・スクールソーシャルワーカーを含む教育相談関係者 
（２）研修回数（頻度） 

・長野市教育センター学校訪問相談担当指導主事会議（月１回程度） 
・長野市教育相談関係者合同研修会（年３回） 

・登校支援コーディネーター研修会（年３回） 

（３）研修内容 
・長野市教育センターで対応している相談ケースの事例検討 

・不登校支援や特別支援の関係者が集まり、学校単位で取組んでいる相談ケースの事例検討 

・関係機関等業務内容研修 

（４）特に効果のあった研修内容 
 ・定期的に学校訪問を行っている学校訪問相談指導員との「相談ケースの事例検討」は、実践的であり各学校

の支援体制の状況を知る上でも有効な研修となっている。 
（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置 

・設置なし 

○活用方法 

（６）課題 

・市のＳＳＷは少人数のため、県配置のＳＳＷと情報交換など連携を図ることが重要である。 

・スーパーバイザーによる定期的な研修も、ＳＳＷの資質向上のためには必要不可欠であるが、適当な人材

の確保が困難である。 

  

長野市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】生活を安定させるための活用事例（➀、③） 

 ○児童生徒・家庭の状況 

  ・対象児童生徒：女子児童 

  ・家庭：ひとり親家庭（母親…精神疾患により通院中）、生活保受給中 

  ・母親は近所の住民間のトラブルを抱えており、その住民の子どもと自分の子とどもが同じ学校に進学する

ことに対し思い悩んでいた。その影響で男子児童は不登校傾向になっていた。 

 ○支援内容 

・学校から支援要請を受けたＳＳＷが家庭訪問を行う等、母親との面談を重ねた。面談を行う中で「近所の

住民とのトラブル」、「娘の進学先」などが母親を不安定にさせていることが判明した。 

・母親は引越しを希望し、それを叶えることで母親が安定し、生活も安定することで女子児童が不登校傾向

から脱せると考えたＳＳＷは、学校、地域及び病院からの情報を収集し、母親と共に生活保護の担当者と

数度の面談を持ち、引越をすることができた。 

 ○改善結果 

  ・新しい環境で母親の状態が安定したことにより、女子児童は安心して学校生活を送れるようになった。 

【事例２】登校支援に向けた活用事例（④、⑥） 

○児童生徒・家庭の状況 

・対象児童生徒：男子児童（自閉症スペクトラム、発達障害、盗癖） 

・家 庭：ひとり親家庭（父親）、祖父（認知症）同居 

・祖父の介護と育てにくい子どものことで父親が悩んでおり、子どもの世話ができていない状態。 

○支援内容 

 ・父親との面談の中で、父親の負担を軽減することが事態の解決に繋がるとし、負担軽減を図った。 

・当初、判断福祉サービスが利用されていない状況。まず、祖父を地域包括支援センターにつなぎ、適切な

サービスを利用できるようにした。 

・男子児童について、子育てを担当する市の担当課と連携し、数度の支援会議を行い、男子児童を放課後デ

イサービスの利用につなげた。また、この男子児童については要対協が立ち上がることとなった。 

○改善結果 

 ・父親の負担を軽減することで、生活に余裕が生まれたものの、男子児童の世話をすることは難しく、男子

児童は一時保護から施設に措置入所することとなった。 

 
 
【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 

・支援の対象となった児童生徒 37ケース（小学校 24人、中学校 18 人、高校 1人）に対し、繰り返し家庭

訪問することで、保護者との信頼関係を築き、支援会議や関係機関との連携を行うなど問題のが解決向

けて活動した。（活動時間：H28 年度 533.5 時間、H27 年度 463 時間前年比 70.5 時間増） 

（２）今後の課題 

・未然防止の観点から登校しぶりが見られた早めの段階から、児童生徒に対してＳＳＷの活用を図って

いく必要がある。 

・家庭に課題を抱える児童生徒の課題の要因が複雑化しており、福祉・医療などの様々な関係機関との連携

を更に充実させていく必要がある 

・ＳＳＷの人材の確保が難しい状況になっており、人材の育成が必要。 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待等の生徒指導上の問題に対応するため、教育分野に関する知識に

加え、社会福祉等の専門的な知識・技術を用いて、児童生徒の置かれた様々な環境に働き掛け支援を行う

必要がある。そこで、ＳＳＷを岐阜市子ども・若者総合支援センター“エールぎふ”（以下、センター）

内に３名配置。事案に応じて、学校への訪問や関係機関との連携、家庭訪問、ケース会議の企画等を行う

ことで、生徒指導上の問題に対応し、学びや育ちのセーフティネットとしての機能を果たすとともに、各

学校の相談・支援体制を整備する。 

（２）配置・採用計画上の工夫 

センターには、本人、保護者、学校、地域、関係機関等、様々な人から相談が入り、平成２８年度に対

応した相談や支援は、のべ１４，５０１件に上る。この中には、子どもへの支援だけでなく、家庭と学校

及び関係機関が連携を図りながら進めなければならないケースや、発達障がい、保護者の精神疾患、生活

困窮が絡むケースが増加しているため、多くの関係機関と連携を図りやすいようセンター内にＳＳＷを配

置し、複合的な事案のコーディネートを担うことで、市内すべての学校を支援できるようにしている。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

配置人数：３人    資格：教員免許（小学校、中学校、特別支援）  

勤務形態：嘱託職員（週５日、２８時間４５分勤務）   

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

ＳＳＷ活用事業のねらい、職務内容、情報共有の在り方等を記載。センターのリーフレットや活用ナビ 

ブック、要覧等を作成し、各学校等に配付することで、ＳＳＷの活用について周知を図った。 
 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

・ＳＳＷ及びセンター内の各相談員 
（２）研修回数（頻度） 
  ・年間１８回 

（３）研修内容 
  ・児童生徒の問題行動、発達障がい、虐待、生活困窮、就労問題等の子ども・若者を取り巻く課題とその対

応等について 
（４）特に効果のあった研修内容 
  ・社会福祉、司法、教育等、多機関の職員が参加した「生活困窮者支援事例検討会」 

  ・法務少年支援センター専門調査官によるアセスメント 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ＳＶの設置  ・ＳＶの設置は行っていないが、児童精神科医、小児科医、弁護士、臨床心理士等、 

○活用方法    センター内に配置されている専門アドバイザーから助言をもらっている。 
（６）課題 
  ・３名のＳＳＷで市内すべての学校を担当するため、家庭訪問等の直接支援以上に、ケースワークや関係機

関のコーディネート等が求められる。したがって、情報収集やその更新、スキルアップのための研修が、

ＳＳＷだけでなく、センターの職員全員に必須となる。研修体制を模索中である。 

岐阜市子ども・若者総合支援センター“エールぎふ” 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】家族支援をチームで行うための活用事例（①貧困対策 ③不登校 ④児童虐待 ⑥発達障がい） 

   「誰も僕の気持ちをわかってくれない」と自殺を図ろうとしたため精神科入院となり、退院後の支援を医

師から当センターに求められ、関わりがスタート。主治医を交えたケース会議をＳＳＷがコーディネートし、

その中で、家族支援が必要であるとの認識を共有、役割分担を行った。学校内でのいじめや父からの虐待が

疑われたため、母子それぞれをカウンセリングにつなぎ、カウンセラーから、母の精神科受診、子どもの適

応指導教室利用をすすめた。子どもはこだわりが強く、病院受診、学校復帰等を拒否。食事もごく限られた

物しか口にせず。母も鬱病のため、子どもの適応指導教室通所に付き添うのが精一杯であった。父は失職中

で生活困窮の心配もあったため、就学援助の手続きを支援するとともに、ＳＳＷが父の相談相手となった。 

摂食障害による体重減少から子どもの命を守るために、両家の祖父母を交えたケース会議で、子どもを入

院させる方法等を検討した時期もあったが、ＳＳＷをはじめ、複数のセンター内職員や関係機関が家族それ

ぞれを支えた結果、母子にとって、適応指導教室が安心できる居場所となった。さらに、在籍校の校長をは

じめとする職員と進学先候補の職員とのケース会議をＳＳＷが実施し、２年間かけて、発達障がいを抱える

子どもにとって適切な進学先を選択することができ、進学と共に学校復帰へとつながった。  

 

【事例２】関係機関との連携をコーディネートするための活用事例（①貧困対策 ④児童虐待 ⑥母の障がい） 
    知的障がいを持つ母から、同居男性による母子への暴力から逃げたいとの電話が当センターにあり、家

庭訪問。母は、男性から貯金も取り上げられ生活費がなかったため、市役所内の女性相談と連携。３人の

子どもと共に母子寮へ保護となった。男性から母と子どもへの暴力については被害届を提出させ、ケース

会議を実施して、今後の支援について関係機関で役割を分担。その後、保護中で外出できない母子を迎え

に行き、運動不足解消のため、子どもたちをプレイルームで遊ばせる等の支援を実施。同時に、子の施設

入所が必要かどうか、児童相談所職員と共に母の育児能力の見極めを行った。その後、子どもたちは、母

と共に母子自立支援施設に入所し、母が働いてお金を貯められるまで安心して生活できる環境を確保した。 

 
【４】成果と今後の課題 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 

  岐阜市では、平成２５年度の途中からＳＳＷを配置。当初、教育委員会に配置し、必要に応じ学校へ派遣し

ていたが、平成２６年度からは、子ども本人や保護者、学校職員、関係機関等から直接相談が入るセンターに

配置し、子どもや保護者への直接アプローチだけでなく、複数機関による支援をコーディネートする役割を中

心に据えた。さらに、平成２８年度に１名増員し、計３名のＳＳＷをセンター内に配置。その結果、連携先や

対応できるケースが下記のように増加し、問題を解決に導けるケースが増えた。学校から、ケース会議の開催

依頼も増えている。 

  対応学校数 対応児童生徒数 訪問回数 ｹｰｽ会議開催数 

Ｈ25年度 小 1 中 5 小 3  中 50 326 15 

Ｈ26 年度 小 41  中 20  高 2  特 1 小  64 中 38  高 2  特 5 92 81 

Ｈ27 年度 小 41  中 22  高 3  特 4 小  97 中 45  高 3  特 9 147 91 

Ｈ28 年度 小 46  中 22  高 7  特 3 小 113  中 82  高 8  特 10 170 151 

（２）今後の課題 

  ＳＳＷについての周知が進み、学校等から困難ケースの依頼が増加しており、これまで以上に高い専門性を

求められる。また、連携機関も増加しており、常に最新の情報を取得する必要があるため、ＳＳＷの研修体制

を構築するとともに、その研修期間を確保できる財政的な保証が必要になる。さらに、学校等がＳＳＷに依存

するのではなく、効果的に活用できるよう、活用側への研修も必要度が増している。 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 

（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

 本市が抱える教育課題として、不登校対策があげられる。その中でも、家庭の問題や外国人児童生徒への指

導については、学校だけではなかなか対応が難しい。関係機関、関係者と連携して対応できるように、学校の

ニーズに応じた専門機関への接続や情報交換の場の設定、ケース会議の開催など、充実した相談システムを構

築し、問題の未然防止、早期発見、早期解決を図る。 

（２）配置・採用計画上の工夫 

 豊橋市役所と豊橋市教育会館の２か所にスクールソーシャルワーカーを配置し、外国人相談員や一般教育相

談員と連携し、早期に課題解決に至るようにしている。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

 配置人数：２名（外国人児童生徒教育支援コーディネーター、教育支援コーディネーター） 

 資 格 ：外国人児童生徒教育支援コーディネーター …資格なし（ブラジルの教員免許あり） 

教育支援コーディネーター …資格なし（大学で社会福祉を学び、社会福祉士の試験を受験予定） 

 勤務形態：嘱託員とし、１週あたり３１時間の勤務 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

活動方針等を校長会議や担当者会で周知 

 

【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 

（１） 研修対象 

 スクールソーシャルワーカー２名、スクールソーシャルワーカー担当指導主事２名 

（２）研修回数（頻度） 

 ・本市生涯学習課主催の研修会・協議会（年５～６回） 

 ・本市学校教育課主催の研修会・学習会（年４～５回） 

 ・スクールソーシャルワーカー連絡協議会（年２回） 

 ・県主催による、こども・若者支援ネットワーク研修（年１回） 

（３）研修内容 

 ・不登校、ひきこもり、発達障害、生徒指導についての講演会、事例検討会 

 ・各関係機関の理論研修や実践発表 

（４）特に効果のあった研修内容 

 ・大学教授、福祉の専門家、臨床心理士を交えた理論研修や困難事例等の検討会を通して、学校支援の具体

的方法を学ぶことができた。 

 ・こども・若者支援ネットワーク研修に参加して、地域の取り組みを知り、児童生徒・保護者への支援にい

かすことができた。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置 

・設置なし 

○活用方法 

（６）課題 

・スクールソーシャルワーカーの人数が少ないので、いかに有効的に活用していくか、また、個々のスキル

を高める研修を計画したり、その機会を保証したりすることが必要である。 

豊橋市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   

【事例１】不登校解決のための活用事例（③不登校） 

 ４年生の女子児童Ａは、小学校２年生の頃から登校渋りが増え、３年生になると教室に入ることができなく

なった。「教室が怖い。」と言うが、具体的な理由はわからず、母親から離れることができない日々が続いた。

Ａの家庭は、両親が離婚しており母子家庭で、４つ上の姉は、勉強、運動ともにがんばっていた。 

 医療機関、スクールカウンセラー等、様々な機関に相談したが、「発達障害である」「母子分離不安である」

等の見立てで、「無理に登校させなくてよい。」と言われた。母親としては、教室に入れなくても、少しでも

学校に足を踏み入れるようにしたいと、毎朝、一緒に学校に来て、生活サポート主任とともにブランコをした

り、走ったりして１時間ぐらいを過ごしていた。 

 スクールソーシャルワーカーは、Ａと一緒に遊んだり、母親と話をしたりする時間を重ねた。その上で見立

てをし、ケース会議を開いて、校内のサポート体制を整えるとともに、セーフティーネットにもつなげ、支援

を続けた。学校とスクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラー、セーフティーネットが連携して働き

かけたことで、学校にいられる時間が長くなった。母親から離れて一人でも学校にいられるようになり、時に

は給食を食べられるようになった。 

 

【事例２】外国人児童生徒支援のための活用事例（①貧困対策 ③不登校 ⑥その他） 

 ブラジル国籍の男子児童で４年生Ｂと２年生Ｃは、複雑な家庭環境である。現在は母子家庭だが、理由もな

いのに学校を休ませることが多かった。Ｂは、学校では緘黙で、欠席や遅刻が多いため、学習は遅れる一方で

あった。母親の妊娠出産もあり、生活も心配された。 

 スクールソーシャルワーカーは、児童相談所や保健士と情報を共有し、連携をとりながら支援を行った。ケ

ース会議を開き、学校の支援体制を整えるとともに、ＢとＣには、一緒にいる時間をつくり、心を開くよう様々

な言葉がけや働きかけを行った。また、国際学級の先生たちとも協力し、母親のサポートも行った。 

 Ｂは、少しずつ学校でも話すことができるようになっている。遅刻はあるが、欠席日数は減っている。 

 

 

 

【４】成果と今後の課題 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 

 平成２８年度、スクールソーシャルワーカー１名を３校に配置した。学校でケース会議を行ったり、校内サ

ポート体制を構築したり、校内研修で事例検討会を行ったりした。何より、社会福祉の視点を多くの教員が学

び、意識の改革がなされた。１年で対応した件数は３８０件で、そのうち１３名に継続的に支援をした結果、

３名が好転している。 

 

（２）今後の課題 

・不登校児童生徒や家庭に問題を抱え支援を必要としている児童生徒が増えている。しかし、スクールソー

シャルワーカーの人数が少ないため、対応しきれていない。また、家庭環境を改善するのには多くの時間

が必要である。スクールソーシャルワーカーを増員する必要がある。 

 

 

 

 

 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

子供の家庭環境等による問題に対処するため、学校と連携して関係機関との連携を図ったり、対象に直接働

きかけたりして、課題の解決を図る。 

業務の内容 ①教育相談活動の実施 

②学校への指導・助言 

③関係機関との連携、調整 

（２）配置・採用計画上の工夫 

・岡崎市の「児童生徒健全育成推進業務」として配置している。 

・福祉の専門家として社会福祉士を配置するとともに、学校現場の事情に精通した教員ＯＢも配置している。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

・教員ＯＢ（教員免許状）：２名  ・社会福祉士：２名  合計４名 

・勤務形態：週１２時間 年間４８週 

・勤務地：岡崎市教育相談センター（派遣型） 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

岡崎市は、小中学校合わせて６７校があり、ＳＳＷは学校への配置方法は派遣型である。教育相談センター

に籍を置き、各学校からの要請によって対応しており、業務開始１年目となる平成２８年度は、３５件の事案

に対応した。その多くが不登校の児童生徒に対する支援であった。 

不登校の背景は様々だが、家庭の複雑な状況、発達障害などの原因もあり、担任や学校関係者では指導・支

援が行き届かない状況の中で、ＳＳＷは現場に出向き、関係機関を繋ぎ、社会資源やサービスを提供する取組

を行った。 

今後も要請は増えていくことが予想されている。今後は、各学校の要請に十分対応していけるよう、配置の

拡大を目指していく予定である。 

また、ＳＳＷを周知する方法として、校長会等を通じて、事例や成果の報告をしている。また、教員の夏季

研修会等でＳＳＷの活動の実際を伝え、現場への周知を図っている。 
 
 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

・経験の少ないＳＳＷ  ・教員ＯＢのＳＳＷ 

（２）研修回数（頻度） 
・月２回程度（月に１回は、情報交換会を行っている） 

（３）研修内容 
・経験の少ないＳＳＷには、経験豊かな社会福祉士が、具体的な事例を通した研修を行っている。 

（４）効果のあった研修 
・月１回の情報交換会で教員のＯＢと社会福祉士がそれぞれの立場で意見交換を行い、研修している。

教員ＯＢのＳＳＷには、福祉分野に関する情報や経験に精通している社会福祉士の情報が効果的で、

社会福祉士のＳＳＷには、学校現場の状況や考え方が共有され、お互いの研修の機会となっている。 

  

岡崎市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】 長期の不登校児童生徒の学校復帰のための活用事例（③不登校） 

 本人は中学生で、小学校から不登校が継続していた。両親がなく、成人している兄が養育しているものの、ほ

かに身寄りがなく、本人の今後が心配であることでＳＳＷの要請があった。 

ＳＳＷは、学校に赴き、児童相談所や家庭児童課等の関係機関とともにケース会議を実施、福祉分野や精神発

達分野での支援の在り方を検討した。まず、キーパーソンとなる兄については、生活の安定と学校との協力関係

を構築していくことで合意し、保護者会等にＳＳＷも同席することで、兄の支援を行った。また、本人の卒業後

の進路等を見通し、能力測定を行っていく計画や地域のサポートステーションへと繋いでいく見通しを具体的に

定めていった。 

 また学校と連携し、担任をサポートしていくことで、やがて本人が担任と会うことができ、夕方登校が実現し

た。担任との関わりのなかで、本人の意識が、学習や学校生活に向いていった。 

【事例２】 学校と保護者との関係づくりのための活用事例（⑥その他） 

家庭の教育力が低く、小学校低学年から、万引き、友達への暴力等、問題行動が絶えない兄弟に対する支援要

請があった。 

スクールカウンセラーは、親の愛情不足を指摘した。ＳＳＷは、ケース会議を開催し、保護者の困り感を引き

出しつつ、子育ての支援を継続していった。同時に、この事案に関して警察、児童相談所、市役所家庭児童課、

愛護センター、民生委員等への情報提供を実施し、セーフティーネットを構築するように関係機関の連携を進め

ていった。 

問題行動が落ち着くにつれて、学力不足も明らかになったので、ＳＳＷは、教育相談センターでの学力検査を

実施しつつ、学校体制の見直を進言し、通級指導的な支援を確立していくことで、安定した学校生活が実現して

いった。 
 
【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果   

■支援方法（のべ回数）                    ＊平成２８年度 

面 談 電話相談 学校訪問 家庭訪問 関係機関訪問 研 修 ｹｰｽ会議 合 計 

７０ ２５２ ３３２ ６６ ５９ ６ ７ ７９２ 

平成２８年度配置したＳＳＷは、「チーム学校」の一員として、専門的な知見を活かし、関係機関との接続、

連携に向けたケースワークを進めた。平成２８年度間で３５件の事案に対応した。 

社会福祉士の専門的な知識や経験と教育分野に詳しい学校関係者で構成される本市のＳＳＷの人材構成は、事

案の内容に応じてバランスよく対応することができ、要請した学校からは、「専門的な知見や経験をいかしたケ

ースワークにより大変助かっている」「ケース会議により、自分たちのやるべきことが明確になっている」とい

う声があがっている。 

（２）今後の課題 

①スーパービジョン（経験のあるＳＳＷが若いＳＳＷの指導を現場で行うしくみ）体制を整えることで人材育

成に取り組んでいく必要がある。 

②不登校や貧困、いじめ等、ＳＳＷが取り組むべきテーマ（方針）を作成し、取り組むことで周知しやすい。 

③大学との連携体制を整えること（例えば、学生の実習を受け入れる）で安定した人材が供給されていく。 

④今後は勤務形態として常勤での採用を目指していくことで、学校にＳＳＷが配置でき、問題をとらえやすく

なるであろう。 



 
 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 

（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

・ 不登校やいじめ等様々な問題を抱えた児童・生徒に対する支援を行う。 

・ 学校だけでは対応しきれない複雑な問題を抱えた事例に対する支援を行う。 

・ 多職種が勤務する職場内の調整 

（２）配置計画上の工夫 

・ 豊田市教育委員会の相談機関である豊田市青少年相談センターに、４名常勤している。中学校校区ご

とに担当を決め、担当校と継続的に関わることで、学校・地域に応じた支援をしている。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

・ 豊田市青少年相談センターに、非常勤特別職として社会福祉士の４名を配置している。 

・ １日７時間 週５日勤務 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

＜方針＞ 

・ 子ども・青少年（以下「青少年等」）の悩みごとや青少年等を持つ親の悩みごとについて面接相談、

また必要に応じて訪問相談を実施する。併せて、学校・地域・関係機関と適切な相談・援助を進める

ことにより、青少年等の健全育成を図ることを目的とする。 

  ＜周知方法＞  

・ 学校等教育関係機関に「青少年相談センター利用の手引き」を配布する。 

・ 学校訪問時に説明する。 

 

【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 

（１）研修対象 

   スクールソーシャルワーカー 

（２）研修回数（頻度） 

豊田市青少年相談センター内での研修(月 1回程度)  

   ＳＳＷｒＳＶ（スクールソーシャルワーカースーパーバイザー）によるスーパービジョン（年４回） 

（３）研修内容 

・パルクとよた公開セミナーへの参加（青少年相談センター主催 一般市民向け研修 年８回） 

  ※ 内容；発達障がい、虐待、不登校、子育て不安等 

・ＳＳWｒSV による事例検討会等の研修会 

（４）特に効果のあった研修内容 

・SSWｒSV による事例検討会（問題への関わり方や動き方、相談者へのアセスメント等） 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置：青少年相談センター全体のＳＶに加え、ＳＳＷｒに特化したＳＶのための予算を確保

し、２８年度は外部のＳＳＷｒによるＳＶを年に４回実施した。 

○活 用 方 法：担当する事例に対してのＳＶを受け、助言や指導を受け、また緊急対応について学ん

だ。 

（６）課題 

  ・ＳＳＷｒ活用について、豊田市としてのビジョンを確立する必要性を感じている。 

  

豊田市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   

【事例】学校へ登校するための活用事例（③不登校 ⑤暴力行為 ⑥発達障害） 

 中学校 1 年生の女子生徒。ＡＤＨＤで内服治療中。中学校入学時の引越しによる転校が原因で、不登校

となる。自宅では家族に対する暴力行為が出現し、次第にエスカレートしていった。母子家庭。母は精神

疾患、人格障がい、その他持病があり精神的に不安定で、良好で安定した家庭環境や人間関係を継続する

ことができない。本人の暴力行為に困り、警察を呼び、休日や夜間でも中学校担任に連絡し対応を求めた。

担任は疲弊し、中学校から児童相談所へ、施設入所または一時保護の検討を依頼した。母からの相談で、

SSWr が関わり始めた。本人と家族は施設入所や一時保護を望んでおらず、自宅で仲良く暮らしながら学校

復帰を目指したいと希望された。そこで医療機関と連携を図り、児童青年期発達部門のある精神科へ入院

し、治療プログラムを受けることとなった。また、学校と関係機関でのケース会議と、母や本人も参加す

るサポート会議を開催することで、学校やそれぞれの機関の役割を明確にし、担任の負担軽減と関係の改

善を図ることができた。本人の自己覚知とお互いの冷却期間を設けたことにより、家庭環境が徐々に落ち

着いてきた。そこで、退院後の学校の受け入れ態勢を本人の希望に沿った形で整え、無事に学校復帰する

ことができた。 

【事例２】発達課題のある児童に係る活用事例（⑥発達障害） 

「感情のコントロールができない子どもを何とかしたい」と、母が SSWr に相談。母からの聞き取りの中

で、本人に発達の課題があり医療機関を受診中であることや、母が本人に手を出てしまうこと、相談機関

と上手に繋がらない母の人間関係の苦手さがわかった。学校でも本人の乱暴な素行の対応に困っていた。

母の手が出てしまう養育の困り感については、早急に市につなげなおし、母の気持ちに寄り添ってもらっ

た。その後、学校、市、医療機関、SSWr でケース会議を行った。医療機関からは本人の特性について情報

提供してもらい、本人の特性に合った支援策を話し合った。当相談センターでは、心理士に引き継ぎ、本

人のプレイセラピーを継続している。本人が少しずつ落ち着いて来たことにより、母も落ち着き、手を上

げずに接することができるようになってきた。 

 

【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 

＜支援実績＞ 

 ・研修、講演活動 １１回  

・訪問活動  ３９３回（学校訪問３６９回 家庭訪問２４回） 

 ・ケース会議 １８５回（教職員 １３９回 関係機関４６回）   

 ・継続支援件数２０９件中 問題が解決７５件（３５．９％）、好転６６件（３１．６％） 

（２）今後の課題  

①豊田市は、小中学校合わせて、１０３校（特別支援学校を合わせると１０４校）あり、ＳＳＷｒは相

談センターからの派遣型として活動している。１人あたり、２５校前後を担当しているため、一つの

ケースに対しての時間のかけ方や訪問頻度の調整をする必要があり、継続したケースへの関わりが密

に行いにくい。また、問題が複雑化してからの相談も多く、解決に時間がかかるケースも増えている。 

②豊田市の今年度のＳＳＷｒは、1 年目が 1 人、2 年目が 2 人、4 年目が 1 人と経験の浅いメンバーとな

っている。まずは、学校にＳＳＷｒを認知してもらえるように、学校訪問回数を増やしていく必要が

ある。また、SSWr の高い専門性、力量がより求められるようになってきており、専門性を有したＳＳ

Ｗｒの確保と、力量向上が急務である。 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

いじめ、不登校、暴力行為その他の学校生活上の諸問題の背景にある生活環境の調整及び改善を図るため、教

育分野と社会福祉等の専門的な知識・経験を有するスクールソーシャルワーカーを学校に派遣する。 

（２）配置・採用計画上の工夫 

・小学校 15 校（府配置校含）に、原則として 2週間に 1回、1日 6時間以内、年間 18 回以内とした。 

・配置校以外の小中学校については、従来通り、派遣の要請に対して日程調整を行い、スクールソーシャルワ

ーカーの年間活動時間数の範囲内で派遣を行った。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

・配置人数：6名のスクールソーシャルワーカーと 1名のスクールソーシャルワーカースーパーバイザー。 

・資格：社会福祉士、精神保健福祉士、臨床心理士のいずれかの資格を所有している。 

・勤務形態：活動時数は配置に 1560 時間、事案に対する派遣が 270 時間、スーパーバイザー年間 30回。 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

・「スクールソーシャルワーカー活用の手引き」を作成し、活用のねらいや職務内容などを明示し、スクールソ

ーシャルワーカーや配置校に配布し、周知している。また、派遣要項を校長会議で配布するなど、周知に努めて

いる。 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

・スクールソーシャルワーカー、スクールソーシャルワーカースーパーバイザー 

・定期的派遣（配置型）校の管理職・担当者（年間 3回） 

（２）研修回数（頻度） 
・月に 1回（年間 12 回のスクールソーシャルワーカー連絡会を開催） 

（３）研修内容 
・事業についての市の方針、目的等の共有 ・事例検討会 ・定期的派遣校での実践交流、事例検討 

・教職員対象の不登校対応研修に参加 

・児童福祉部局、コミュニティソーシャルワーカー、スクールカウンセラー、中学校不登校担当者等と

の情報交流会 
（４）特に効果のあった研修内容 

・事例検討会･･･実際の事案をスクールソーシャルワーカーが出し合い、よりよい支援の方法を検討する

とともに、スーパーバイザーが指導と助言を行う。 

・コミュニティーソーシャルワーカー等福祉部局との円滑な連携を図った、情報交流会。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ＳＶの設置 有  

○活用方法 

・実践、事例検討における指導と助言 ・ケース会議参観による助言 

・長期欠席児童生徒連絡会での助言 ・困難事案に対する助言、対応 
（６）課題 

・市長部局、他機関連携などの方法の研修と交流、ならびに事例検討等を通じてスクールソーシャルワ

ーカーの質を一定以上に保つための研修内容を考えていくこと。 

・教職員がスクールソーシャルワーカー活用についての知識やスキルを身につけていくこと。 

豊中市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】不登校児童のための活用事例（③・⑤・⑥） 

不登校、学校への不信感から保護者とも連絡が付きにくかった。ケース会議を開き、少年文化館、学校、ス

クールソーシャルワーカーが役割を確認し、連携を取った。少年文化館へは通えるようになり、学校とのつなが

りを持つ一歩として、スクールソーシャルワーカーが家庭訪問をし、保護者や本人と話す機会を作った。本人が、

発達検査をするために医療機関を受診していたため、スクールソーシャルワーカーが病院と学校のパイプ役にな

ってくれた。発達検査の結果を保護者と共に、スクールソーシャルワーカーが聞きに行き、進路の相談を行った。

卒業に向けて、ケース会議を開き、少年文化館、学校、スクールソーシャルワーカーで再度、役割分担を行った。

スクールソーシャルワーカーが学校以外の機関と連絡を取り、状況把握や情報共有がスムーズに行えた。（関係

機関：少年文化館、医療機関、放課後デイサービス） 

 

【事例２】ネグレクト家庭のための活用事例（①③④⑥） 

小学校低学年より欠席日数年間１０日以上。小５より本格的に不登校傾向になる。  

家の中は腐敗した食材、蜘蛛の巣、ゴキブリも多く清潔とは言い難い状態。母は、日中から夜間にかけてほぼ

自宅にいない。休み始めた頃には母から欠席連絡もなく、母と連絡も取りづらい状況であった。  

学年が替わり、本人の宣言通り何とか登校していたのだが、友人とのラインのやりとりで「死にたい」と話し

ていたことがあり、母に、学校に来てもらい管理職・担任・児童生徒加配で話をし、そこでスクールソーシャル

ワーカーを紹介する。ネットトラブルなど生徒指導上の課題に関しては、中学以降の予防的対応も視野に入れサ

ポートセンターの活用も学校として考える一方、主に家庭環境調整のためスクールソーシャルワーカーに関わっ

てもらった。  

児童生徒加配とスクールソーシャルワーカーで家庭訪問に行き、家と本人の様子を見てもらったうえで母と会っ

てもらい面談の時間をとった。家庭内の環境、主に衛生面、９０歳をこえた曾祖母の支援が何も入っていなかっ

たことから、社会福祉協議会との連携を進めることとなる。学校からではなくスクールソーシャルワーカーから

「母の負担軽減のため」という目的で母の了解を得る。曾祖母は頑なに支援を拒否していたが、コミュニティー

ソーシャルワーカーの働きかけもあり要介護認定もはじめて受け、週１～２回の入浴サービスを受けることにな

る。曾祖母の存在にしんどさを抱えていた本児の環境面の変化になった。 
 
【４】成果と今後の課題 

 
 
 
 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 

・平成 25 年度より、スクールソーシャルワーカーが複数名活動するようになり、平成 28 年度は 6名の配置を

することができた。結果、多くの小学校に定期的派遣が可能になっており、支援の対象となった児童生徒数

が、前年度比 1.2 倍（276 人→358 人）となった。また、学校だけではなかなか聞き出すことができないよ

うな、保護者の思いや気持ちを聞き取ってもらい、アセスメントを行った。 

（２）今後の課題 

・「継続支援対象児童生徒の抱える問題と支援状況」の数も、支援中の数が前年度比 1.5 倍となっており、問題

が長期化しているといえる。スクールソーシャルワーカーが、限られた時間の中で、助言等、精査して行う必要

がある。 



 
 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

 【目的】   ：社会福祉の専門的な知識、技術を活用し、問題を抱えた児童生徒を取り巻く環境に働

きかけ、家庭、学校、地域の関係機関をつなぎ、児童生徒の悩みや抱えている問題の

解決に向けて支援するため。 

（２）配置・採用計画上の工夫 

【配置】   ：教育委員会に配置 

【採用等】   ：市の非常勤職員として採用し、市の関係機関と組織的な対応の強化を図った。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

【配置人数】 ：３名  

【資格】   ：社会福祉士、精神保健福祉士、教員免許 

【勤務形態】 ：週４回、２９時間 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

【活動方針等】：①学校における生徒指導体制の充実(コーディネート機能の充実)  

        ②教職員に対する支援・相談・情報提供 

           ③問題を抱える児童生徒が置かれた環境への働きかけ 

④関係機関とのネットワークの構築・連携 

            ⑤エリア担当制 

    【周知方法】 ：①校長会で活動方針の説明 ②校長会でＳＳＷの紹介 ③校長会で担当表を配付 

【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 

（１）研修対象 

    ・高槻市スクールソーシャルワーカー  ・大阪府スクールソーシャルワーカー 

（２）研修回数（頻度） 

    ・市のＳＶ研修１回／月  ・府のＳＳＷ研修７回／年  ・ＳＣ等連絡協議会１回／年 

（３）研修内容 

    ・ＳＳＷ活動における事例研究と校内支援体制について（市のＳＶ研修） 

    ・児童虐待・不登校・いじめ・貧困･非行・発達障がい等をテーマに講義、事例検討、グループワーク 

    ・情報交流と意見交換 

（４）特に効果のあった研修内容 

    ･困難な事例を通じ、学校でのチーム体制の構築について、スーパーバイズを受け、学校との関係作り、 

協働ができた。 

    ･テーマに沿って事例検討することで、より具体的なスクールソーシャルワーク的視点を確認でき、 

     ＳＳＷの活動をより具体的にイメージできた。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

 【スーパーバイザーの設置】：有り   

 【活用方法】       ：困難な事案に対しての直接支援やＳＶ会議での指導助言 

（６）課題 研修に対しての課題 

    ・福祉部局など他課の社会福祉士等との交流会及び研修会へ参加できるよう工夫する 

    ・新規採用ＳＳＷの知識や技術を向上させるための研修プログラムの検討が必要 

高槻市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
「事例１」外部連携のための活用事例（児童虐待、発達障がい） 

【事例概要】 

① 家庭環境・・・自営業。生活困窮あり。父と他の兄弟姉妹と６人家族。他の兄弟にも発達の課題がみられる。  

母は短期記憶が苦手で、文字もうまくかけない。精神科へ通院中。父は子育てには協力的だ

が、母の暴言･暴力を止めることはできない。近隣の父方祖父母は、子ども達を預かってくれ

ることもある。 

② 本児の様子・・小６女児。家のルールや母との約束が理解できず、母に怒られると困惑状態。学習の遅れ、 

     自己肯定感の低さ、友人とのコミュニケーションにも課題がみられる。本児は金銭を持ち出  

したことにより、母に強く叱責される。日常的に暴言･暴力が増えていった。 

③ 経緯・・・・・母が教員との面談の際、本児に対して暴言・暴力をしてしまうと相談があったため児童家庭 

  相談事務所へ通告した。 

【ＳＳＷのかかわり】 

① 方針は児童家庭相談事務所と母を児童家庭相談事務所へつなぐための具体的な支援を行う。また、本児の支

援内容を校内で検討。 

② 母と面談を行い、子育て相談窓口や様々な支援制度の紹介、児童家庭相談事務所の担当者との面談にＳＳＷ

が同行できる旨等を伝え、支援を受けていくことが可能であることの説明を行う。 

③ 要保護児童対策地域協議会の位置づけによる連携ケース会議に出席し、各機関と情報の共有、課題の整理、

今後の役割分担と支援の方向性を確認。 

（その後の経過） 

① 児童家庭相談事務所と母がつながり、他の兄弟の発達についても相談することができた。 

② 母も含めた校内ケース会議に出席、外部機関との連携、学校での支援プラン（本児の見守り、居場所作り、

学習支援、通級指導教室へ通う）をプランニングすることで、母と本児の安定につながった。 

③ 母の希望で母子ともにＳＣとつながる。メンタルケアを行い、継続して母子関係の改善を試みる。 

④ 母は安心感を得ることができ、暴言･暴力が軽減、本人にも行動面での改善が見られた。 

「事例２」貧困対策、進路保障のための活用事例（不登校･貧困） 

【事例概要】 

① 家庭環境・・・父子家庭。無職。契約先の会社には金銭を借りている。本人が落ち着いて生活する環境では 

なく地域とのかかわりも薄い。 

② 本児の様子・・中学３年男児。経済的理由により進学について悩んだことから、中学３年生になり欠席が増 

   える。以前から学習意欲は低い。 

③ 経緯・・・・・学校から、進路保障と卒業後の相談窓口として外部機関につなぐことはできないかとＳＳＷ 

に相談があった。 

【ＳＳＷのかかわり】 

① 父との面談で就労･経済状況、家庭環境を把握しアセスメントシートを作成。生活困窮者自立支援制度や消費

生活センターの相談窓口の紹介、高校進学のための奨学金制度・貸付制度の情報提供。今後、父子が地域と

つながりができるようにＣＳＷの紹介をおこなう。 

② 家庭での学習が困難な状況である為、地域の無料学習会の紹介と入会手続きについて父と本人に説明。 

地域の無料学習会の担当者とつなぐ。 

【その後の経過】 

① 父は生活困窮について見通しが持つことができ、中学卒業後もＣＳＷと相談できると安心し、本人の受験を

応援することができた。 

② 本人は自分にもできることがあると認識でき、別室登校から教室登校ができるようになり、無料学習会へ参

加もでき、自分の希望する高等学校に進学することができた。 

【４】成果と今後の課題 
（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 

   週１回４時間の全校配置型から、市の非常勤職員として雇用し派遣型に変えたとこにより、各関係機関とのつ

ながりを強化することができた。また、市の職員になることで、生活福祉課や子育て総合支援センター、社会

福祉協議会等のワーカーの連絡協議会を開催することができ、横のつながりの強化を図った。 

   市の非常勤職員（週４日２９ｈ）による、派遣型にすることで、要請のあった学校へ集中して支援できること

で、問題の解決または、好転した割合は、増加した。 

（２）今後の課題 

   ・学校に対してＳＳＷの役割や活用方法についての更なる周知・啓発 

   ・より一層関係機関や外部機関と連携し、児童生徒、保護者や学校を支援する体制強化研修の実施 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

 いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待など生徒指導上の課題に対応するため、教育分野に関する知識に加え、

社会福祉等の専門的な知識・技術を用いて、児童・生徒の置かれた様々な環境に働きかけ、児童・生徒の学校生

活の充実や家庭の教育力向上を支援することを目的としている。 

（２）配置・採用計画上の工夫 

 ・中学校区からの申請に基づき、２中学校区にそれぞれ１名ずつのＣＳＳＷを、中学校を拠点校として配置し、

校区の小中学校における課題について支援を行うとともに、小中学校からの要請により、随時ＣＳＳＷ及び

ＳＳＷ・ＳＶの派遣を行う。また、６小学校に６名のＳＳＷを配置し、配置校への支援を行う。 

 ・他の専門家とともに「ひらかた学校支援チーム」の一員として、通常時の学校訪問及び緊急支援を行う。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

 ・配置人数 ＳＳＷ・ＳＶ１名、ＣＳＳＷ２名、ＳＳＷ６名 ・資格 社会福祉士・精神保健福祉士・教員免 

  許 等  ・勤務形態 ＳＳＷ・ＳＶの派遣は、年間 12 回（１回３時間）、ＣＳＳＷの拠点校における配置及

び要請に基づく緊急支援は年間 40回（１回４時間）ＳＳＷの配置校における総回数 920 回（６名分） 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

【活動方針等に関する指針（ビジョン）策定】 

配置校の学校の教職員とのチーム体制によるケース対応・教職員と連携した校内ケース会議のファシリテーシ

ョンや福祉的手法のアドバイス・小中合同ケース会議等、小中学校教職員が協働した小中学校間連携の推進・

学校と関係機関等との連携のコーディネート・中学校配置のスクールカウンセラーとの連携・枚方市教育委員

会が開催する研修会・連絡会等への参加・教職員と協働した不登校の未然絵防止の取組み及び早期対応・義務

教育９年間を見据えた系統性・継続性のある生徒指導体制の構築 等 

【周知方法】活用に関して、校長会等で周知するとともに、生徒指導主事等を対象とした説明会を行い、ＳＶが

活動内容等について説明を行っている。 

【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について   
（１）研修対象   ＳＳＷ・ＳＶ及びＣＳＳＷ、ＳＳＷ 

（２）研修回数   年間６回 

（３）研修内容 

  ・スクールソーシャルワークの技法について（スーパーバイザーによる指導等） 

  ・個別ケースについての検討 等 

（４）特に効果のあった研修内容 

  ・対応事案について、ＳＳＷ・ＳＶとＣＳＳＷ、ＳＳＷが具体的な対応方法の検討を行ったこと。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置   設置あり 

○活用方法 

 ・ＣＳＳＷの配置校でのスーパービジョン及び校内研修会等実施に向けた準備及び指導 

 ・教職員（管理職・生徒指導主事等）研修の講師  ・緊急事案に対する支援 

 ・枚方市いじめ問題対策連絡協議会委員 等 

（６）課題 

  ・スーパーバイザーが他の自治体と兼任しているため、日程調整が困難。 

  ・ＳＳＷの資格について、今後検討が必要。 

枚方市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】まったく登校しない生徒への対応の活用事例（③不登校 ⑥その他） 

中学校１年男子。入学式に参加せず、その後も、まったく登校せず。保護者（母）とは連絡は取れるものの、

家庭訪問をしても当該生徒に会えず、ＳＳＷに当該生徒に関して相談したところ、虐待の可能性があるとのこと

で、早急に当該生徒と教員が会うことと関係諸機関と連携することが必要であるとアドバイスを受けた。学級担

任と管理職が粘り強く家庭訪問するとともに、スクールカウンセラーや本市子ども総合相談センター、大阪府中

央子ども家庭センターとも連携し対応したことで本人の存在を確認できた。その後も、関係諸機関と連携しなが

ら家庭訪問を続け、保護者（母）と教育相談する等対応することができた。 

 ＳＳＷのアドバイスを受け、関係諸機関と連携することで当該生徒の生存の確認ができたことが成果である。 

【事例２】主としてネグレクト解消のための活用事例（①貧困対策 ②不登校 ④児童虐待） 

 中学校３年生と１年生の男子と４名の児童、１名の未就学児。ネグレクトの状態で、この解消に向けてＳＳＷ

と連携し取り組んだ。 

 ＳＳＷの活用前も保小中で連携し、本市子ども総合相談センターや大阪府中央子ども家庭センターと個別に相

談する等取り組んでいたが、小学校からの「長期に渡り入浴していない」「食事を十分に与えられていない」等

の指摘に対し、「直ちに命に関わるケースではない」との判断で、改善に向かえない状況が続いた。 

 ＳＳＷの配置後、ＳＳＷと臨時生徒指導部会を開催し、事案について情報を共有し、当該家族に対する指導支

援方針について助言を受け、全職員で共通理解のもと、保護者への対応を続けた。この結果、食事に関すること

等、部分的ながら改善に向かうことができた。 

 また、ＳＳＷに保小中及び本市子ども総合相談センター、大阪府中央子ども家庭センターで行うケース会議に

参加し協議していただいたことで、福祉部局から保護者へのアプローチの頻度を上げてもらうことに至る等、そ

の後、学校と福祉部局との連携が強化され、保護者へ対応できるようになった。 

【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 

・ＣＳＳＷを２中学校に１名ずつ配置し、拠点校としながら中学校区で、また、ＳＳＷ６名が配置校で活動し、

ＣＳＳＷやＳＳＷと教職員が児童生徒の状況等を共有しアセスメントを行うことで、的確なプランのもと、教

職員が役割を明確にし、課題解決に向けて対応することができた。 

 ①支援対象となった児童・生徒数 782 名 

 ②ケース会議の状況 

  （１）教職員とのケース会議   開催回数 111 回・参加教職員数 540 名 

  （２）関係機関とのケース会議  開催回数 12 回・参加教職員数 69名・参加関係機関人数 45名 

（３）連携した関係機関     本市子ども総合相談センター、大阪府中央子ども家庭センター、保健所・

医療機関等 

・学校からの要請に対し、緊急派遣を行い、学校の対応について方向性が明確になり、児童・生徒、保護者に寄

り添った対応ができるようになった。（平成 28年度派遣時間数 81 時間） 

・「ひらかた学校支援チーム」とともに、小中学校へ出向き、学校の状況等についてのヒアリングを行った上で

必要に応じてケース会議を実施する等対応した。（平成 28年度派遣回数 125 回） 

 

（２）今後の課題 

・児童・生徒の抱える課題が多様化・複雑化する中で、ＳＳＷの必要性は高まっており、より専門性の高いＳＳ

Ｗが求められているが、人材確保が難しい。 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

児童生徒の不登校や問題行動等の背景には、子どもを取り巻く環境が大きな影響を与えていることを鑑み、このような事

例には関係機関や専門家等も加わったチームを編成し、早期対応はもちろんのこと、その環境改善を図る必要があることか

ら、教職員等への研修や具体的な事案へのケース会議でのアセスメント等による生徒指導体制の充実、また、教職員や支援

人材と関係機関等とのネットワークによる児童生徒・保護者への支援体制の充実を図るため、スクールソーシャルワーカー

を拠点校の小学校に継続的に配置している。 

（２）配置・採用計画上の工夫 
拠点校については、小学校が作成した「平成２８年度スクールソーシャルワーカー活用申請書」をもとに、市教委が市立

小学校７校を選出し、ＳＳＷを配置した。その他の学校においては派遣活用で対応した。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 
  「配置人数」・・・６名 

  「資 格」  

・社会福祉に関して専門的な知識・経験を有する者(社会福祉士及びそれに準ずると認められる者)で、過去に小中 

学校において相談・援助活動をした経験がある者 

・地方公務員(昭和 25 年法律第 261 号)第 16 条の各号のいずれにも該当しない者 

・スクールソーシャルワーカーとして職務を遂行するために必要な熱意、見識を有する者 

「勤務形態」 

・拠点型と派遣型の活用を行い、拠点活用としては７小学校の拠点校で、週２回勤務 

・拠点校は年間４５６回の活用（年間７０回×５校，５３回×２校） 

・派遣活用は市教委が学校からのＳＳＷの派遣依頼を受け、１回３時間勤務を基本とし、年間８８回の活用  

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 
「ＳＳＷは『こどもの利益』を最優先にした、保護者・地域・関係機関と学校とのネットワークの構築や連携を担う」と

いう方針を校園長会や各種連絡会で周知。 
 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

・ＳＳＷや拠点校ＳＳＷ担当教員を対象に、東大阪市ＳＳＷ連絡会を開催 

（２）研修回数（頻度） 
・２カ月に 1回程度  

（３）研修内容 
・拠点校活動においての情報交流や事例検討（ＳＶによる研修）  ・関係機関との連携 

（４）特に効果のあった研修内容 
・ＳＶによるケース会議の進め方や虐待対応についての講演 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ＳＶの設置  ・３名のＳＶ体制（弁護士、大学准教授、大学助教） 
○活用方法   ・２カ月に１回程度ＳＶ会議の実施  ・ＳＳＷ連絡会での研修の実施  ・拠点校への訪問 

（６）課題 
・学校がより有効にＳＳＷを活用できるよう、ＳＳＷ間の共通理解を図ることが必要である。 

・ＳＶ体制やＳＳＷ連絡会のさらなる充実が必要である。 

東大阪市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】不登校対策のための活用事例（③不登校） 
 ３年生男児Ａ。乳児期からこだわりが強いＡは、小学校入学時より母子分離が困難で、安定した登校には結びつかず、欠席日数

も多い状態であった。 

 ＳＳＷ，管理職，担任，支援コーディネーターなど関係職員で定期的なケース会議を行った。Ａの好きなこと得意なことなどの

情報共有から、Ａへのアプローチを検討。母の子育てを支えるため定期的にＳＳＷは面談を行い、うまくＡに向き合えない父に対

する支援はＳＣに求め、Ａが欠席時の家庭訪問は担任任せにならずに学年教員や支援コーディネーターも行うよう校内にチーム体

制をつくった。 

 登校に関しては、母子ともに短い時間の別室登校からスモールステップとして設定し、Ａとキーパーソンになる教員との関係を

深め徐々に母子分離につなげていった。担任はクラスの児童と結びつけることで、Ａが別室だけではなく教室へもいく回数が増加

した。その際、Ａが困らないよう事前に授業の内容を知らせたり、個別の学習でＡの理解が深まるような工夫をしたりすることで

Ａの自尊感情を高めることにもつながった。 

 次第に、キーパーソンの教員と一緒にいなくても、校内にその人がいるという安心感で一歩を踏み出せるようにもなった。Ａの

安定した登校が母の気持ちも安定させ、また母の安定した子育てに対する自信がＡの登校の後押しにもなった。 

 

【事例２】暴力事案のための活用事例（⑤暴力行為） 
 ６年生男児Ｂ。Ｂは友人との関係がうまく築けず、暴言・暴力を伴うケンカが絶えない。トラブル時、本人の言い分だけを聞き、

直接相手児童を訪ね罵倒する父の存在も、Ｂが友人から孤立する要因の一つであった。本人と家庭のアセスメントを深めるために

ケース会議を数回開催し、プランの一つとして父親との面談をＳＳＷが担った。まずは、事前にＢの教室へ入り込み、関係づくり

をする過程で、Ｂのストレングス面を知る。そのことを面談で父親に伝えると、当初ＳＳＷとの面談を拒絶していた父親の態度が

変化し始めた。ＳＳＷとの数回目の面談で、父は厳しい家庭の経済状況やＢに対する子育ての困り感について語ってくれた。 

校内のケース会議では、不適切な関わりは感じられるものの、Ｂを心から大切に思っている父親の気持を共有できた。父親をサ

ポートする校内体制づくりや、Ｂの校内でのトラブル時にはしっかり担任が向き合って気持ちを聞きとり、対処方法を一緒に考え

るようにするなど、校内のチーム体制つくった。その後、徐々にトラブルは減少し、父親とは管理職が定期的な話し合いを行うこ

とで、良好な関係が続いていた。 

 
 
【４】成果と今後の課題 

 
 
 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 
・ＳＳＷ参加のケース会議の有効性が広く認知されて、学校からのケース会議や事例研修などへのＳＳＷ派遣要請が多くなって

いる。 

・拠点校活用については、週２日の配置をすることで、ＳＳＷが主体的に行動することができ、教職員や関係機関と信頼関係を

築き、円滑な機関連携につながった。 

 
（２）今後の課題 

・子どもたちをとりまく環境の変化、子どもが抱える課題が多様化・複雑化することで、「いじめ」「問題行動」の低年齢化や

「虐待」などの家庭環境の問題が大きな課題となっており、福祉的視点をもったＳＳＷ配置のニーズが非常に高まっているが、

そのニーズにこたえられるＳＳＷの人材確保とさらなる資質向上が必要である。 

・派遣要請があっても日程調整がうまくいかず、すぐにＳＳＷを派遣することができなかったケースも多くあった。 

・学校への支援体制充実のため、ＳＶ体制やＳＳＷ連絡会等の充実を図る必要がある。 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

就学後の子どもが抱える問題への支援機能を強化する視点から福祉事務所の体制を整備し、いじめ、不登校、非行など、

就学後の要支援の子どもを早期に発見し、児童虐待等の予防や対応の仕組みとも連携して適切な支援を行うため、学校現

場の指導に加え、福祉現場からの視点を導入することで要支援の子どもへの学校の対応力の向上の側面支援、学校と他の

社会資源とのネットワークの構築などを図る。 
（２）配置・採用計画上の工夫 

本市では平成２１年１２月に制定した「子どもの育ち支援条例」を根拠に、福祉事務所にワーカーを配置してスクールソ

ーシャルワークを実施している。福祉事務所に体制を整備したことで、教育現場からは、外部の機関という認識で捉えられ

る傾向があり、活用に至らないという懸念がある。そのため、学校現場との調整について、教育委員会を窓口とし活用をす

すめるとともに、事業の運営等においても教育委員会と連携を図るよう努めている。一方、児童の支援につなげるため、福

祉現場の視点を持って問題のアセスメントを行うとともに家庭児童相談室等の関係機関との調整を行う点では、効率的な運

営体制となっている。スクールソーシャルワークの活動形態は、｢配置校型｣と｢派遣校型｣を併用して実施している。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 
子どもの育ち支援ワーカー（ソーシャルワーカー） ６名 

(資  格)  社会福祉士、精神保健福祉士 

(勤務形態)  年間１５６日 １日６時間勤務 （一月当り平均１３日、一週当り概ね３日勤務） 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 
    尼崎市スクールソーシャルワーク実施要領を制定し、活動実施の指針としている。市立小中学校へは、校長会での説明や

通知文「スクールソーシャルワーク活用に係る活用実施計画書の提出について」を教育委員会と連名で発出し、活動形態や

狙い等について周知し、活用を呼びかけている。 

 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

子どもの育ち支援ワーカー、福祉事務所、教育委員会、こども青少年本部事務局関係職員、学校教職員他 

（２）研修回数（頻度） 
ＳＳＷ研修会 7 回 

（３）研修内容 
6 月 27 日  エコマップを活用したケース会議について（教員参加） 

7 月 11 日  スクールソーシャルワークの活用について（教員参加） 

8 月 24 日  スクールソーシャルワーク活動研修（全教頭参加） 

8 月 25 日  学校の危機管理について（教員参加） 

2 月 15 日  親、大人ができること（教員参加） 

2 月 16 日  体罰の認定と法律問題（教員参加） 

3 月 16 日  難しくなる保護者対応トラブルをエコマップづくりで出口を見つけよう（教員参加） 

（４）特に効果のあった研修内容 
児童福祉分野、保健分野、教育分野、法曹分野の４名のスーパーバイザーから、各専門分野の研修を実施している。上

記のうちのスクールソーシャルワーク活動研修（全教頭参加）については、基調講演や、グループワークを通して具体的

なスクールソーシャルワーク活動の理解を深め協働する取り組みを学ぶ機会となった。そのほかの研修もスクールソーシ

ャルワーク活動の一環として、学校で起こる様々な事象に対する対応力の向上と、教員に対するスクールソーシャルワー

ク活動の周知を目的として、教員にも参加を呼びかけて実施した。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ ＳＶの設置:有り 

○ 活用方法：福祉・教育連携体制ＳＶ調整会議を実施し、ＳＶから事業の運用改善や進行管理について指導助言を受けて

いる。また、支援に行き詰る事例やワーカーに対する研修等で助言指導等を受けている。 

（６）課題    
活動に即した効果的な研修テーマの設定及び研修等の日程の調整 

 

 

尼崎市 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】不登校の活用事例（③不登校 ） 

中学 1年の 2学期、対人不安が強く家庭内に引きこもり家族以外と関わりを持つことが出来なくなった中学 2年の男子。 

家族は祖父母と父の 4人暮らし。父は定職に就いておらず低収入で本児の養育を放棄。祖父は病弱、本児の養育者は、養育能力 

の低い祖母であった。本児の生活は昼夜逆転しており、家族からの登校支援も望めなかった。そんな中、学校からワーカーの要請 

があった。ワーカーは校内で情報共有を共有し、校内ケース会議、そして関係機関との連携ケース会議を開催し、アセスメントを通して、

支援に沿った役割分担を決め、本児・家庭への支援を実施した。具体的には、本児が家族以外の大人と会い、安心して話せるようになる 

ために、ワーカーが核となって、担任・CSW・不登校訪問の先生等が家に訪問し（関わる人数を序々に増やしていき）、本児と遊ぶ機会を作っ

た。生活困窮の点から、ワーカーが祖母を生活保護課に繋げ、生活保護への受給に至った。そして祖父を介護サービスへと繋げた。このよう

に、校内支援体制を構築することで、担任だけで抱えるのではなく、校内で本児・家族への理解が進むとともに、連携ケース会議等を通して 

関係機関と学校が共に、子どもや家庭のことを問題の背景を含めて包括的に理解し、共有することができた。結果、本人の対人不安が軽減さ

れ、色々な大人、同年の友達と関係を結べるようになった。 今後は、登校支援に向けて、再度モニタリングを繰り返し連携ケース会議において

共通の理解のもと支援に繋げていきたい。 

【事例２】ネグレクトの活用事例（④児童虐待） 

小学校からネグレクトがあり衣服の汚れや臭いがあり他児から指摘され、対人関係でもトラブルを抱えがちであった中学 1 年の女子。中学

進学時には制服の費用が支払えず借りた制服を着用して登校。入浴・洗濯・歯磨きがなされておらず、皮膚は荒れ放題、永久歯は、既にぼ

ろぼろであった。母と本児は知的能力は低く、本児は、要保護児童であったことから、ワーカーは、家庭児童相談員から情報を集めた。そし

て要保護児童の連携ケース会議後、ワーカーは校内での支援体制に向けて、アセスメントに基く目標・プランに沿った具体的な役割分担を

行った。主に担任は、登校時に清潔な状態で教室に入れるよう着替えさせ、校内でのシャワー指導、養護教諭は歯磨き指導、特別支援学級

の担任は特別支援学級入級への切っかけとして本児に遊びに来るよう誘った。病院の MSW は総合的な治療計画の調整を行い、ワーカー

は、校内で教員との情報共有及びプランの実行についての調整・支援機関との調整を行った。結果、支援体制も充実し、本児や保護者との

面談を通じケース理解を深めることができ、保護者も安心して教員等に相談出来るようになった。本児は、基本的な生活習慣が定着すること

で、対人関係に自信が持てるようになり、特別支援学級のクラスの子と関わる事が出来、放課後デイサービスにも通えるまでになった。また、

生活保護を受給できたことで、学校の諸費も支払えるようになり、生活が安定に向かい改善されていった。 

【４】成果と今後の課題 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 
学校からの相談には、不登校、問題行動のうち家庭環境や発達に起因するものなどの事例が多く、これらの問題についてス

クールソーシャルワークへの期待は高い。子どもの育ち支援ワーカーを活用し、子どもをチームで支援する校内体制を整え、

役割分担のうえ支援することで、不登校などの改善につながった事例もあるが、継続的に働きかけを行い、小さな変化を積み

重ねて改善を図るとともに、事例への対応力を高めるといった長期的な取組が必要となる場合も多い。また、全教頭を対象と

した研修を実施したことで新たに子どもの育ち支援ワーカーの活用を希望する学校もあった。 

本年度は、チーフ制を導入したことにより、支援対応に、複数のワーカーが携わるなど、ワーカーのスキルアップとともに、

きめ細かな支援体制の構築にも繋がった。 

・活動学校数 小学校  17 校/41 校 相談ケース数 119 件 

中学校   13 校/17 校 相談ケース数 129 件  

・校内ケース会議 82 回 ・連携ケース会議 45 回 ・他機関との連携活動 325 回 

（２）今後の課題 
ワーカー６人で、全小中学校を対象に支援できる体制をつくり、学校内の支援体制づくりをサポートする取組を進めてい

る。今後も支援を必要とする子どもへの初期段階対応や学校の対応力の向上等、未然防止の観点から、子どもの集団生活の

環境を改善することを主眼とする事業本来の成果を出していきたい。一方、教員の人事異動などで、学校現場での活用方法

や、制度理解の浸透は引き続き課題となっていることから、継続して学校へ制度理解の研修など実施し、制度に対する学校

現場の理解を高めていきたい。 

 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 
  いじめ、不登校、暴力行為、虐待等の生徒指導上の事案のうち、学校だけでは解決が困難な事案に対 

して、スクールソーシャルワーカーを学校園に配置・派遣し、専門的な知識・技能を生かして子供たち 

の置かれた環境に働きかけ、必要な支援を行うことで、問題の未然防止、早期対応、早期解決を図る。 
（２）配置・採用計画上の工夫 
  学校問題解決支援チームの一員とし、学校長の要請によって教育委員会が学校に配置及び派遣をした。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 
 ・配置人数  ３人（１人は国庫補助 1/3 と市費負担で学校保健安全課に配置。２人は国庫補助 1/3 と 

        市費負担で地域・学校支援課に配置） 

 ・資  格  社会福祉士３人 

 ・勤務形態  週４日、３０時間勤務 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 
  学校保健安全課のＳＳＷは、ＳＳＷ活用事業実施要領に基づき、また地域・学校支援課のＳＳＷは、 

西宮市学校園支援アウトリーチ事業実施要綱に基づき活動を行った。生徒指導担当者会等で趣旨や活動 

内容、学校園現場からの派遣要請等について説明を行い、周知を図った。 

 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 
 ・ＳＳＷ３名 

（２）研修回数（頻度） 
 ・３人のＳＳＷが、月１回ＳＳＷ連絡会議を行い、その中で研修の機会を設けた。 

 ・社会福祉士、臨床信率の資格を持つスーパーバイザーより、年に３回のスーパーバイズを受けた。 
（３）研修内容 
 ・ＳＳＷ連絡会議では、それぞれのＳＳＷが各月の活動内容を報告し合い、成果と課題を明確にした上 

で、それぞれの事案について対応を検討した。 

 ・スーパーバイザーより、各事例の対応やケース会議の持ち方、学校との連携の仕方、保護者対応等に 

ついてスーパーバイズを受けた。 

（４）特に効果のあった研修内容 
  スーパーバイザーより、具体的な事例の対応等について助言をしていただいた。日頃の活動を振り返 

り、自らの課題が明確となり、今後の活動に向けて大いに参考になった。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ＳＶの設置  設置していない。 
○活用方法   社会福祉士の資格を持つスーパーバイザーを講師に招き、スーパーバイズを受けた。 

（６）課題 
 ・スクールソーシャルワーカーの経験の豊富さが充実した支援につながることから、スーパーバイズな 

どを通じて資質向上に努めること。 

・要保護児童対策協議会や研修会に積極的に参加し、情報収集を行って、学校現場に対してＳＳＷの活 

用についてさらに周知を図ること。 

 

西宮市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】ネグレクトによる不登校傾向児童のための活用事例（①、③、④） 
○問題の概要等 

 小学生女児。ベランダに閉め出され大声で泣き叫ぶ。夜、徘徊していることが度々あり、通報が多い家 

庭。小学校に入学して１～２週間は問題なく登校していたが、その後遅刻や欠席が続いている。毎朝起き 

られず、両親も起こさない。母も小・中学生の頃行きにくく、高校は遅刻が続き中退している。学校とし 

ては、毎朝、家庭訪問、電話連絡を繰り返しているが継続した登校に繋がらない。教師も疲弊している。 

○ＳＳＷの関わり 

・管理職、担任、児童支援からの聞き取り 

・関係機関と情報共有、校内ケース会議、連携ケース会議を実施 

・ボランティアセンターに登校支援ボランティアを依頼 

○経過、改善状況 

 児相が母子を通所指導。保健センターが見守りを強化。登校支援ボランティアを週２回利用開始したこ 

とで、朝から登校できる日が増加した。 
【事例２】父親が登校させない児童のための活用事例（①、④、⑥） 
○問題の概要等 

 小学生女児。父は無職で母が家計を支えている。兄、姉が小学生の頃から、約束を破ったからと、父が 

罰として登校させない。継続して登校しだすと、何かと理由を付けては登校させないということを繰り返 

していた。学校行事には参加したことがない。夏休みの宿題をしなかったからと、２学期に入ってから登

校させてもらえず、外にも出してもらえていない。本児の学力は低く、コミュニケーションも取りにくい。

また、入浴しておらず、同じ服装が続くため臭いが気になる。兄・姉は自分の意思表示ができ、この家か

ら出て行く力があるが、本児にはその力がなく、この状況がおかしいと理解できない。 

○ＳＳＷの関わり 

・学校と家庭訪問 

・児相へ通告 

・校内ケース会議、連携ケース会議 

○経過、改善状況 

 児相が介入したことで、本児の発達検査を実施。中度の知的障害、療育手帳を取得する。特別児童扶養 

手当を受給。放課後の居場所として児童デイの利用を開始した。１１月より登校再開。初めて校外学習に

参加できた。その後欠席することなく、卒業式にも参列し、特別支援学校に入学した。 

【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 
学校保健安全課、地域・学校支援課のＳＳＷについては、派遣型として小学校４１校、中学校２０校、 

特別支援学校１校に対応をしている。制度を理解した上でＳＳＷを活用した学校からは、派遣要請が増え

ており、学校現場の評価は高まってきている。 

（２）今後の課題 
・積極的に学校を訪問してケース会議を行い、アセスメントやプランニングを繰り返す中で教職員と 

 よりよい協働体制を築くこと。 

・スクールソーシャルワーカーの認知度は高まりつつあるが、その役割の周知については課題がある。 

そのため、今後も引き続きその機能や役割について理解を深めるための取組みが必要である。 



 
 

【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 

（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 
  問題を抱える児童生徒が置かれた環境への働きかけや、関係機関等とのネットワーク構築を図り、適切な支援を行い、

生徒指導上の諸問題の解決に向けての取組を行うため。 

（２）配置計画上の工夫 
  市内各校の実情を踏まえ、特に課題の多い校区、学校を選定し配置。その他の学校においては校長の要請に応じて派遣

している。２８年度は２名の配置であるが、市内１８校ある中学校区において２校区で１名のSSWが配置できるよう、段

階的に増員を要請している。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 
  配置人数２名(資格：社会福祉士ならびに精神保健福祉士１名、社会福祉士１名) 

  勤務形態：巡回型 １名（小学校２校 その他派遣 計年６０回 １回６時間） 

       巡回型 １名（中学校１校、小学校２校 その他派遣 計年６０回 １回６時間） 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

  ・スクールソーシャルワーカーによる直接支援と間接支援のバランスを検討すること。支援体制づくりのコーディネー

ターとして活動し、校内にスクールソーシャルワーカーの視点を根付かせ、学校自体の支援力を高めることを図る。 
・連絡協議会を開催し、管理職を交えて意見交換の上、配置校でのより一層の活用について話し合う。また、小中校長

会において、スクールソーシャルワーカー活用事業の周知徹底を図る。 

・大学教授や臨床心理士等と連携を取り、定期的な助言をいただきながら、学校と関係機関との連携を強化する。 

【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 

（１） 研修対象 

和歌山市スクールソーシャルワーカー２名及び担当指導主事 

（２）研修回数（頻度） 

   ・SVを講師に招いての研修(年間４回) 

県主催の研修に参加   

・県内スクールソーシャルワーカー及び担当指導主事対象の研修（２回） 

   ・県内スクールカウンセラーとの合同研修（１回） 

（３）研修内容 

   ・実際の事例について、SVの方の意見もいただきながら参加者で協議。 

・効果的なスクールソーシャルワーカー活動やケース会議の持ち方。（県ＳＶ講師） 

   ・県内ＳＳＷで各々の取組の交流。また、模擬事例を用いてのグループアセスメント。 

   ・いじめ問題や不登校等、問題行動に対する組織的な取組の仕方。 

（４）特に効果のあった研修内容 

   ・「貧困家庭への組織的支援の在り方」「養育に課題のある家庭への継続的な支援」について県から講義を受

け、「課題に対し、学校をはじめとする関係機関の組織の構築と連携方法」について、実際の事例をもとに

してグループで討議できたことにより、効果的な連携のもと、スクールソーシャルワーク的な視点から問題

を捉えることの大切さを再確認できた。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置  ２８年度は子ども支援センターと同一の場所にある福祉局と連携し、年間４回SVを招いて 

研修・事例検討を行った。 

（６）課題 

   ・年々、困難な家庭環境に対応しなくてはいけない状況にあり、スクールソーシャルワーカーの資質向上を図

るため、市だけではなく、県や他市町村の研修会に参加したり、ＳＶを継続的に受ける体制を整えることが

必要。また、各学校(管理職だけではなく一教員に対しても)にSSWの役割の周知・連携し有効に活用しても

らえるよう働きかけが必要。 

和歌山市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   

【事例１】家庭環境による生活不安定児童への活用事例（①貧困対策④児童虐待⑥その他・心身の健康保健） 

○問題の概要等 

  小５と小４の姉妹、母子家庭。姉妹とも発達に課題がある中、母親が精神的に不安定で、子供たちに対し思いはあるが、自分

のことで精一杯で、家庭において十分な生活支援・学習支援ができていない。家庭内に安心して頼れる存在がなく、担任はじめ

学校職員、学級の友達にあまえたいという気持ちが強い。母親の養育能力が著しく低く、食事はファーストフードばかりのため

子供たちは口にしないことが多く、洗濯もしない。家庭内で飼っている猫の糞尿の始末もできていなく、学級の友達から悪臭を

指摘されるようになり、徐々に距離を置かれてしまっている状態。 

○スクールソーシャルワーカーの関わり 

  ・管理職、担任、SCとの校内ケース会議にて登校支援と保護者の養育態度の改善、生活環境の改善等について検討 

・担任と一緒になり電話連絡や家庭訪問の定期的な実施 

・虐待と捉えられる言動もあるので、児童相談所、市福祉課への相談・連絡し連携 

・学校から関係機関への相談連絡の調整  

以上、役割分担を行い実施した。 

○経過、改善状況 

学校職員、市福祉課による家庭訪問・養育支援に関する助言等を行い、定期的なヘルパーさんを派遣する申請を行う。柵を設

置することで、猫が子どもたちの生活する２階には行けないようにする。洗濯に関しては、ヘルパーさんが機能するまでの暫定

的な処置であるが、体操服や最低限の衣服については学校保健室で行うこととなる。食事関しては週に１～２階でも手作りの料

理を作れるようにヘルパーさんと連携をとることを確認。また、今後、定期的に、子供達のために支援方法を一緒にを考えてい

こうとアプローチした。この訪問をきっかけに、学校職員だけではなく、スクールソーシャルワーカーや市福祉課の家庭訪問が

継続され、学校との情報共有が図れている。 

徐々に安定して過ごせるようになり、放課後デイサービスの利用や、家庭学習への声かけ方法への助言にも前向きに耳を傾け

てくれるようになった。 

 

【事例２】両親の面前DVによる精神不安定児のための活用事例（④児童虐待） 

○問題の概要等                                             

小５女子。元父から母への暴力を２～３歳の頃日常的に目にしていたことでトラウマになっている。４年生あたりから先生や

周りの男子からの大きな声に敏感に反応し、反社会的な行動をとることでストレスを解消している。突発的に学級、学年だけで

はなく、低学年へも暴力的・破壊的な行動をとるため、集団での生活が困難となる。校長室や別室登校をしばらく続けたが、支

援の先生とも気が合わず不登校になる。この状態を改善する何かよい方法はないかとＳＳＷに相談があった。学習面の遅れも気

になる児童である。 

○スクールソーシャルワーカーの関わり 

  関係機関の調整を図り、校内ケース会議で今後の支援方針を検討した。３年時の担任と児童、母親の関係が良好ということで、  

家庭訪問時に同行してもらうなどして少しずつ関係がもてるようになった。関係機関のお医者さんからの助言もいただきながら

学校外での教育相談、また、適応指導教室の利用を促してみる。家庭でも突発的に暴れることから、母の精神状態も安定しない

様子であったので、母親に対しても定期的なカウンセリングを勧める。 

○経過、改善状況 

 学校職員、SSWによる定期的な家庭訪問が実施できている。学校以外の選択肢があることも知ってもらったうえで、児童に会 

 ってじっくりと話ができるようになってきた。母親への支援で家庭での関わりにも改善が見られる。 

【４】成果と今後の課題 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 

 ・学校においてコーディネーターとして校内支援体制づくりを担い、教職員が明確な役割分担をして、共通の目的に向か

って支援を行う取組につながっている。専門性を生かした手法を学ぶことで、自らの支援のあり方に福祉的な要素を取

り入れる機会となっている。 

・関係諸機関や地域民生委員との連携を図りつつ長期的に支援を行うことで、家庭環境の改善につながっている。 

（２）今後の課題 

・スクールソーシャルワーカーの役割や活用の仕方についての更なる周知、啓発、学校及び関係機関との連携を一層円滑 

かつ効果的に行う方法の検討 

・スクールソーシャルワーカーの人員確保、任用日数・時間の増加にともなう財源の確保 

・定期的にＳＶを雇用する費用の確保 



 
 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

いじめ、暴力行為、児童虐待や不登校等の生徒指導上の課題の内、学校だけでは解決が困難な事案に対し、

社会福祉士・精神保健福祉士等の専門家をスクールソーシャルワーカー等として学校等に派遣し、専門的な知

識・技能を用いて、幼児・児童・生徒の置かれた様々な環境に働きかけて支援を行うことで、生徒指導上の課

題等の未然防止、早期対応を図る。 

（２）配置・採用計画上の工夫 

スクールソーシャルワーカーを専門家人材バンクに登録し、学校長の要請により、教育委員会が学校等に派

遣した。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

配置人数・・・９人 

資  格・・・社会福祉士５人、精神保健福祉士３人、教員免許１人、相談業務に長期間従事した者１人 

勤務形態・・・学校長からの派遣要請に応じて勤務 

       年間３６７時間、２３４日 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

「スクールソーシャルワーカー活用事業実施要項」および「スクールソーシャルワーカーのリーフレット（周

知用）」を作成し、学校や関係機関に配布した。また、管理職、生徒指導主任、教育相談担当を対象とした研

修会等で周知した。さらに、不登校などの課題が多い学校に対して、指導主事が出向き活用を打診した。 

 

 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

・スクールソーシャルワーカー、担当指導主事 

（２）研修回数（頻度） 

・月に１回（二時間程度） 

（３）研修内容 

・対応事例の検討 

  ・やまぐち総合教育支援センターＳＶによる研修（年１回） 

（４）特に効果のあった研修内容 

・個々の抱えているケースについて、関わり方や関係機関との連携の図り方についての意見交換をする。 

・学校から相談を受けた事案ついて、グループ別協議を行い、全体会で解決策等をシェアリングする。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

・ＳＶの設置 なし 

（６）課題 

・スクールソーシャルワーカーが別の仕事をもっているため、研修会の日程調整が難しく、夕方から夜間にかけ

ての時間帯で開催せざるを得ない。 

 

 
 

下関市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】家庭環境に起因する不登校のための活用事例（①、③） 

  Ａは、小６の２学期から不登校状態にあり、安否確認ができない状況にあった。家族構成は、母親、祖母とＡの

３人家族で、母親は精神疾患を患っており、養育にも課題があったため、祖母が母親とＡの世話をしていた。母親

は、過剰な思い込みや不安傾向が強く、周囲との関わりを避け、祖母に対しても暴言や暴力があった。 

  このケースには、児童相談所、市子ども保健課、ＳＣ、ＳＳＷ、医療機関、主任児童委員が連携して支援にあた

った。主任児童委員が地域での見回りおよび観察を行った。ＳＳＷは、祖母に協力を得て、家庭環境の改善を図る

ことに重点をおき、ＳＣと教育相談担当が、医療機関と連携して、母親の支援にあたった。ＳＳＷは、月に２回の

祖母との面談に加え、Ａの養育に関して、食事や衛生面、保健に関する問題点を指摘し、緊急時の警察および児童

相談所等との連携について、祖母に確認をとった。 

  ケース会議を行ってすぐに、主任児童委員からは、家庭の情報が入り、Ａの安否確認もされた。ＳＣと教育相談

担当は医療機関に母親と同行し、治療についてのアドバイスを受けた。祖母と母親の支援をしていく中で、ＳＳＷ

と教育相談担当が家庭訪問をした際、急な家庭環境の変化に不安に感じていたＡが姿を見せた。Ａも母親の状態を

心配しており、この家庭の状況を改善したい気持ちが感じられた。 

  数ヵ月後、祖母が母親から暴力を受け、警察へ連絡。母親は、措置入院となり治療を受けることになった。Ａは

一時保護となり、その後、施設入所となった。施設から学校へ通い、不登校も改善された。その後は、祖母だけで

なく、父親や父方の祖父母の協力を得ながら生活している。 

【事例２】問題行動対応のための活用事例（⑥） 

Ｂは、母の厳しい養育態度に対して、抵抗感を示しており、小学校時から母の叱責後に、窃盗や夜間徘徊を繰り

返している状況であった。Ｂは発達障害の診断を受けていたが、障害の特性を理解した養育はしておらず、Ｂの問

題行動に対しても無関心であった。離婚し別居の父親は、近隣に居住しており携帯電話のメール等でＢとの連絡を

とっていたが、Ｂを指導できるような関係性はなかった。そのような中、Ｂの家出が頻繁になったっため、学校か

らＳＳＷ介入の要請があった。 

  Ｂは学校生活に問題はなく、友人関係や教員との関係も良好であった。ＳＳＷは二人体制で支援に入り、学校と

連携して、Ｂの生活環境の改善に重点をおき関わる男性の担当と母親の気持ちを安定させ、養育環境を整える女性

担当とに分かれて支援を行った。Ｂには、学習支援を行いながら、学校での落ち着いた生活や努力を認めていくこ

とに重点を置いた。母親には周囲の協力を得ることで気持ちが安定するように父親や親戚関係との関係づくりを勧

めた。母親は、父親の協力を得ることを拒んでいたが、Ｂの父親に対する思いをＳＳＷから聞いたことで、父親と

も会える環境を整えることや協力を得ながら養育していくことにした。また、定期的に受診していた医療機関に、

Ｂの障害の特性と支援の仕方等を相談をするようになり、激しく叱責することもなくなった。その結果、Ｂも徐々

に落ち着いた生活を送れるようになり、問題行動も減少した。 

【４】成果と今後の課題 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 

小学校１３校、中学校１３校の３６ケースに対して、２３４日、３６７時間の派遣を行った。そのうち２２

ケースで事態の好転が見られた。事業の周知が進み、学校がＳＳＷの介入を念頭に入た情報収集や保護者との

連携を進めるようになっており、専門的な知識・技能を用いて、福祉や医療等の関係機関との適切な連携をし

ながらケースにあたることで、生徒指導上の課題等の未然防止、早期対応に成果が見られた。 

（２）今後の課題 

人材バンク登録のＳＳＷが別の職業をもっているため、学校の常勤としにくい。また学校では対応しきれな

いケースが増加しており、ＳＳＷ派遣回数等拡充するための財源の確保が必要である。また、ＳＳＷの相談業

務の経験数に差があるため、適切な支援の保証のために、研修会等を通じたＳＳＷの資質向上に努めることが

重要である。 



 
 

【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 

（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 
   スクールソーシャルワーカー（以下、ＳＳＷ）の社会福祉等の専門的な知識と技術を用い、児

童生徒を取り巻く環境を整備することで、問題行動等の未然防止や解消を図る。また、問題解決

の過程を通して、中学校で問題行動等が発生しないシステム作りを行う。 

（２）配置・採用計画上の工夫 
   高松市立全中学校にＳＳＷを配置している。また、中学校区の小学校からＳＳＷの派遣希望が

あった場合には、必要に応じて、当該小学校を校区とする中学校に配置されているＳＳＷを派遣

している。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 
〔配置人数〕 １２名 

〔資  格〕 社会福祉士等の資格を持つ者又は、福祉と教育の両面に関して、専門的な知識・

技術を有するとともに、優秀な活動実績等がある者 

  〔勤務形態〕 原則１日６時間、週５日程度とする。 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 
社会福祉等の資格を有するＳＳＷを全中学校に配置し、専門的な知識や技能を用いて、児童生

徒が置かれた様々な環境に働きかけたり、関係機関等のネットワークを活用したりして、問題解

決を図る。ＳＳＷは、配置された中学校では、生徒及び保護者への支援、教職員から求められる

内容に応じ、教職員への支援、関係機関等との調整等を行う。また、派遣された小学校では、教

職員研修での講話、校内支援体制への助言、事例検討会での助言等を行う。 

これらについて、「高松市教育委員会教育指針」及び、「高松市ＳＳＷ配置事業実施要項」と

して、年度当初の校長研修会にて各高松市立小・中学校の校長に周知している。 

 

【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 

（１）研修対象：高松市ＳＳＷ（１２名） 

（２）研修回数：月に１回（年間１１回） 

（３）研修内容：活動状況の報告、具体的な事例に基づく研究協議、情報交換、事務連絡 

（４）特に効果のあった研修内容 
   具体的な事例に基づく研究協議が効果的である。高松市では、毎年スクールソーシャルワーカ

ーの退職に伴う新規採用者が数名おり、社会福祉士や精神保健福祉士等の資格を持っていても、

学校現場での勤務は未経験の状態である。ＳＳＷとしての心構えや、教職員とのコミュニケーシ

ョンの工夫、問題行動等の課題を抱える子どもや保護者との関わりでうまくいった事例や、課題

の残った事例などを共有することで、ＳＳＷとしての自信の獲得や、活動の工夫に役立っている

という声を多く聞いている。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法：スーパーバイザーは設置していない。 

（６）課題 
   １２名のＳＳＷを抱えているにもかかわらず、スーパービジョンは県に頼っている。今後は、

市単独でのスーパーバイザー設置及び研修体制の整備が課題である。また、研修プログラムに多

様性が欠ける面も課題として挙げられる。 

高松市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例 
【事例１】不登校で安否の確認ができない中学１年生の女子生徒への支援（①③） 
  小学校時から不登校傾向のあった生徒が、中学校へ入学後にまったく登校できなくなった。４月

初旬、担任や学年団主任、校長が家庭訪問するが応答がなく、支援策を協議した。４月中旬、ＳＳ

Ｗが家庭訪問し母親と会うことができ、母親の体調不良の話があった。ＳＳＷからは、本人や家庭

の様子を学校やＳＳＷが気にかけていることを伝えた。４月下旬、校長や担任が家庭訪問し本人と

会えた。５月中旬、ＳＳＷがミニトマトの苗を持って家庭訪問すると、母親は、本人に水やりをさ

せると話してくれた。その後の家庭訪問をした際には、本人が水やりや観察をしていることなど、

トマト栽培を介して生徒や家庭の様子を話し合えるようになり、ＳＳＷも栽培を手伝った。また、

ＳＳＷは、学校と関係機関（市生活福祉課、市こども女性相談室、市教育委員会、児童相談所）と

の連携、ネットワーク構築に努めた。本人と会えない時期があったが、１０月、担任・関係機関・

ＳＳＷで家庭訪問した際には、本人は玄関先まで出てきて、日頃の食事や好きな音楽などの話がで

き、その後は決まったペースで会うことができるようになった。１２月、母親の体調事情等により、

定期的な家庭訪問が困難になり、ＳＳＷは、学校・関係機関と、父親・祖父の協力について協議し

た。本人だけでなく、世帯支援の必要性を話し合い、１月、保護者参加のケース会を開催した。こ

の会で、父親は、本人を少しでも外に出したい思いを話し、本人と一緒にトマトを摘んだことを話

した。ＳＳＷも力になりたいことを伝えると、父親からは「これだけの人が心配してくれているこ

とがわかった。ありがたい。」との言葉があった。 

【事例２】発達障害をもつ中学 2 年生男子生徒に対する支援体制づくり（⑤⑥） 
  小学校在籍時から発達障がいを疑われていたが、医療機関受診には繋がっていなかった。中学１

年時にも、母親に医療機関受診を勧めたが受診には至らず、中学２年時にも問題行動が続き、万引

き行為も発覚した。警察から子ども女性相談センターに通告がされ、これと平行して、母親と面談

を重ねて医療機関受診を繰り返し促し、やっと受診に繋げた。しかし、その間も問題行動は続き、

その度に母親が学校に来て謝罪を重ねた。医療機関受診の前に家庭と学校で話し合いを行ったが、

この話し合いの場に、初めて継父が参加してくれた。継父は、本人に何らかの発達障害があるので

はないかと感じていたようであり、早い段階から医療機関受診を促していたが、母親がなかなかそ

れに応じなかったという。本家庭は、連れ子の再婚家庭であり、ステップファミリーの難しさがあ

ったのかもしれない。話し合いでは、家庭と学校との連携、そこに医療機関の支援も受けながら本

人への支援を継続することを確認した。 

  医療機関受信後、自閉症スペクトラムの診断を受ける。ＳＳＷが通院同行も行い、臨床心理士と

の話し合いにも参加し、本人の特性と学校という集団生活のずれが生じていることを報告した。臨

床心理士から、良いところを見つけて誉めることがやる気に繋がるとの助言があり、その後は本人

の特性を周囲が理解した上で対応に当たり、本人の学校でのトラブルは減少した。本ケースでは、

本人の状況を好転させるためには、保護者と学校・医療機関の三者が同じ方向を向いて支援を行う

ことが大切であるということが実感できた。 
 
【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 

ＳＳＷが関わる「継続支援対象児童生徒の抱える問題と支援状況」のうち「問題が解決」及び「支

援中であるが好転」の件数の全体に占める割合は、平成２７年度は２６．０％で、平成２８年度は

３８．７％であった。年度をまたいで粘り強く継続支援をしているケースが多数あり、それが解決・

好転の割合の上昇につながっていると考えられ、ＳＳＷの役割は、学校で欠かせないものとなって

いる。また、平成２８年度は、家庭訪問や関係機関連携等、学校外での支援・活動件数が大幅に増

加しており、ＳＳＷが学校と家庭・地域のパイプ役として機動力を生かし、機能していることがう

かがえる。 

（２）今後の課題 

  本市では、現在ＳＳＷの拡充に努めており、その中で、次のような課題が生まれている。 

  ①新規採用ＳＳＷの知識や技術を向上させるためのよりよい研修体制の整備 

  ②ＳＳＷを志望する者のうち、資格や適性のある者の確保 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

 社会福祉士、精神保健福祉士等の専門的な知識や技術を有するスクールソーシャルワーカーを、要請に応じて派遣。

問題を抱えた児童生徒の課題の解決や改善を図るために、置かれた環境に働きかけ、関係機関等とのネットワークを

活用することを目的としている。 

（２）配置・採用計画上の工夫 
 スクールソーシャルワーカー3 名（非常勤職員）と社会福祉資格を有する久留米市職員 1 名を久留米市教育委員会

に常駐させている。派遣型方式を採用している。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

 ■4 名（1 名は常勤・3名は非常勤） 

 ■資格：社会福祉士 4名、精神保健福祉士 3名 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

定例校長会、教頭会、学年主任研修会、不登校児童生徒に関する研修会、いじめ対応研修会等においてスクールソ

ーシャルワーカー活用事業の目的、活動の概要、改善事例等の説明を行い、事業の周知を図る。 

 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 
 スクールソーシャルワーカー3 名、久留米市職員 1名 

（２）研修回数（頻度） 
 スーパーバイズ年 3回、1 回 2 時間 

（３）研修内容 
 ・社会福祉学科教授をスーパーバイザーとして招き、4 月当初に新人研修を兼ねてスクールソーシャルワーカーの

役割についての研修をしたり、各ケースについてスーパーバイズを受けたりした。 

 ・市役所の他部署に配置されている社会福祉士、精神保健福祉士との研修・情報交換を行い、他部署の役割につい

ての理解を深めたり、事例検討を行ったりした。 

（４）特に効果のあった研修内容 
 新規採用職員に対し、年度当初にスクールソーシャルワーカーの果たすべき役割について共通理解を図った。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ＳＶの設置：有 

○活用方法：定期的に連絡会を行い、スーパーバイズを受ける。 

（６）課題 
 スーパーバイズの必要性を感じているが、年 3 回と回数が少なく日常的な支援・対応についての相談ができにくい

状況である。また、現在の雇用形態では長期的な人材育成や資質向上ができにくいことが課題である。 

 
【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   

久留米市教育委員会 

【事例１】不登校のための活用事例（③不登校、⑥発達障害等に関する問題） 

（概要） 

中学女子生徒。両親と同居。中学１年次より登校渋りがあり、２年に進級し休まずに登校することが出来ていたが、

夏休みを機に再び登校渋りとなる。母と衝突することが多く、生徒、母ともに精神的不安定。精神科病院通院中で

あり医療機関との連携目的にて SSW 派遣要請。     



 
【４】成果と今後の課題 

（支援内容） 

 ○保護者より同意を得て医療機関より情報収集、生徒の病状について学校と情報共有を行った。校内ケース会議を

行い、必要な支援、対応について確認。 

 ○定期的に家庭訪問を行い、生徒、保護者の想いについて聞き取り。学校に登校したい気持ちがあり適応指導教室

の見学同行。適応指導教室支援員と生徒の様子について共有し、連携を図る。 

 ○少年サポートセンター、心理教育センター、児童相談所、医療機関などの関係機関との連携を図る。 

（改善状況・課題） 

 母との共依存関係により、一時的に入院治療となったが、生徒、保護者、関係者が参加をしたケース会議を定期的

に行っていく中でそれぞれの想いや方向性、必要な支援について確認。生徒の学校環境、生活環境について整理し、

安定した環境を調整していくことが出来た。今後も家庭訪問を継続し、生徒、母の想いに寄り添いながら、学校、

関連機関との連携を図っていく。 

 

【事例１】家庭環境支援のための活用事例 ①貧困対策(家庭環境の問題)、③不登校 

(1)ケース概要 

 小学校高学年児童。母と妹との 3 人暮らしの生活保護家庭。母の養育能力が低く、家事がこなせていない。家は物

が多く雑然としている。家庭全体で生活リズムが整っていないことで、欠席・遅刻過多。 

(2)支援内容 

 ○ケース会議にて関係機関との情報共有、支援方針の見直しを実施 

 ○学校の家庭訪問に同行、母と面談し困り感の聞き取り。以降、定期的に家庭訪問を実施し関係性構築に 

努める 

 ○母への福祉サービスの導入、手続きの支援実施 

 ○本児と面談実施。生活リズムを整えるための目標を設定し、定期的な面談で振り返りを行う 

(3)改善状況・課題 

 定期的な家庭訪問、面談の実施により継続的な支援ができた。SSW の支援により母は精神障害者保健福祉手帳を取

得、相談支援事業所につなぎ福祉サービスを導入。家事援助を実施すると同時に家庭に対するこまめな見守り体制

を確立。本児は面談を通し目標を設定することで、登校日数が増え、状況は改善。中学進学に備え、中学への引継

ぎを行うことで、本児も母も安心して進学に向けた準備をすることが出来た。今後は、構築された支援体制を継続

していくことが課題と思われる。 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 

平成 25 年度から教育相談チームを発足させ、平成 28 年度は市職員 1名を含む SSW4 名を配置。徐々に拡充を図って

いる。学校訪問回数は 1,047 回、家庭訪問回数は、589 回、関係機関訪問は 189 回となっており、学校と家庭及び関

係機関の連携について特に重点的に行うことができた。教職員とのケース会議は 89 回、関係機関とのケース会議は

167 回で情報の共有化、核関係機関の役割分担の理解や連携の向上に努めることができた。 

（２）今後の課題 

久留米市教育委会では、これまで段階的に SSW の拡充を図ってきたが、任期が 3年と限られた中で、経験豊かな即 

戦力を確保することが困難であること、悩みや疑問を相談できる専門的知見を有する上司がいないことが課題として 

挙げられる。いじめや不登校・発達障害、貧困、問題行動など多様化・高度化する事案の増加に伴い、SSW の資質の 

向上がより求組織的なスーパーバイズや人材育成ができる体制作りが必要である。 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

いじめや不登校、虐待や暴力行為等、生徒指導上の諸問題のうち、学校(園)だけでは対応が困難な事例に対して、ＳＳＷ

を派遣し、関係機関と調整・連携を図りながら子どもを取り巻く環境の改善を行い、ひきこもり傾向の児童生徒への支援を

含め、問題を抱える幼児、児童生徒の支援を行うこと。 
（２）配置・採用計画上の工夫 

市ＳＳＷと、県ＳＳＷを長崎市教育委員会へ配置し、派遣申請により各校への対応を行った。採用においては、教育や福祉

の分野において、専門的な知識・技術を有する者、または活動経験や実績のある者のうち、業務内容を適切に遂行できる者と

している。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 
配置人数：県が長崎市に配置するＳＳＷ１人に加え、市が配置するＳＳＷ８人の合計９人を配置。 

資  格：社会福祉士３人 精神保健福祉士１人 その他社会福祉に関する資格５人 教員免許４人 

心理に関する資格１人 その他ＳＳＷの職務に関する技能の資格３人 

勤務形態：市ＳＳＷ：市の嘱託職員として、週 5日、1日 6時間勤務。 県ＳＳＷ：週 3日程度、年間 630 時 
（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

学校からの派遣要請を待つだけでなく、市立の全小中学校に担当ＳＳＷが計画的に訪問し、アウトリーチ型の対応により、

支援が必要な児童生徒の早期発見、早期対応を目指している。また、このことにより周知も図っている。 

 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

県ＳＳＷ１人、市ＳＳＷ８人、事業担当主事１人 

（２）研修回数（頻度） 
①ＳＳＷ基礎研修                      １５回 

②定例事例研修会（水曜日午前・金曜日午後）         ６５回 

③月例研修会（月１回程度）                 １０回 

④教育相談夏季研修講座（７月末～８月上旬）          ６回 

⑤学期末・年度末研修 （８月、１２月末～１月、３月末）   １３回 

⑥その他（不定期、年間で数回）                ６回 

（３）研修内容 
①ＳＳＷ基礎研修 

基本理念、事業の経緯・目的・組織・運営、活動内容、守秘義務、研修、ケース会議等 

②定例事例研修会 

事例検討会：対応事例について協議、担当主事からの指導助言。学校教育課生徒指導担当主事と情報共有と協議 等 

  ③月例研修会 

各専門家を招聘しての講義や指導助言、事例検討会、スーパーバイズ 

  ④教育相談夏季研修講座 

   子どもの疾病と対応、保護者対応、ストレスマネジメント、ＳＳＷ活用等に関する教職員向け研修会への参加 

⑤学期末・年度末研修 

継続支援児童生徒について支援方針、具体的支援方法の検討、情報共有と作成資料等の管理・保管等 

⑥その他 

福祉部局主催の連携協議会や事例検討会への参加、地域の実務者会議における研修会への参加 

（４）特に効果のあった研修内容 
○月例研修会、定例事例研修会 

専門家やベテランＳＳＷによる指導助言等が、ＳＳＷの知識理解、対応力向上につながった。また、複数の視点で各事案

のアセスメントや支援方針、各機関との連携のあり方等について意見交換や見直しを行う事ができ、ＳＳＷの対応力の向上

につながった。他のＳＳＷの対応等を知ることで、類似のケースに対する有効な参考事例となった。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置：固定したＳＶの設置は無い。しかし、大学（准）教授、県ＳＳＷスーパーバイザー等に協力を依頼し、不定期

ではあるが、必要な時期に講師として招聘した。対応事例の中から事前に検討事案を選出し、所内研修会にて

ＳＶを受けた。 

（６）課題 
①ＳＳＷ対応事案の増加に伴うケース検討会や指導助言、状況確認のための時間の確保と工夫。 

②県ＳＳＷと市ＳＳＷの勤務時間・時数の差による研修時間の確保と対応に工夫が必要。 

③大学や他機関と連携した、組織的・計画的・継続的で有効な研修会の定着（連携と予算確保）。 

長崎市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】関係機関連携のための活用事例（①貧困対策、③不登校、⑥発達障害等に関する問題） 
○状況 小６児童。乳幼児期の父母離婚により本児を養育している祖母からの養育費不足の相談。また、本児の学習の習熟度が

低く、遅刻、欠席など不登校傾向が見られるとともに、家庭内の不適応行動が発覚し、医療ケアの必要性が浮上した。 

○対応 就学援助金の支給再開により就学資金を確保した。学校とＳＳＷで協議し、家庭内の不適応行動を校長より児童相談所

へ通告し、祖母と本児で児童相談所への相談を行った。ＳＳＷは祖母と定期的な交流により家庭状況を把握し、学校と情

報共有しながら家庭、学校双方の支援策を検討するなど協働した。 

◎効果 就学資金は安定し、祖母の養育負担が軽くなり、家庭生活は好転した。本児は、児相より各種検査を受けたのち専門医

療機関を紹介され、発達障害等の継続的な医療を受けることとなり、学校生活も好転した。 

 
【事例２】家庭環境改善のための活用事例（①貧困対策、③不登校） 
○状況 不登校傾向のある中３生徒。風呂のないゴミ屋敷化した家屋で祖父母と暮らす。祖父はほぼ寝たきりだが未治療。祖母

は持病がありながら掛け持ちで就労しており、養育の余裕がない。本生徒の生活保障が課題であった。 

○対応 本生徒は児相にて検査を受け、療育手帳取得することとした。その後、医療機関の受診を開始し、加療継続となった。

祖父は非課税証明を行い無料の健康診断を受け、行政センターの保健師介入により医療機関へ入院。年金手続により年金

の受給を開始。また介護保険の利用を踏まえ地域包括支援センターの職員を祖父に紹介。祖母の収入が減った場合を考え、

生活福祉課への相談に同行、経済支援の説明を行った。家庭環境の改善に向けて経済面の改善から始めた。 

◎効果 本生徒は特別支援学校への進学が決定した。今後は必要時に障害福祉サービスを利用。祖父は医療機関での加療後、歩

行可能なまでに回復し退院。銭湯に通い衛生面の改善となった。また本生徒の受診時に祖父が同行することで本生徒の定

期的な受診継続に繋がっている。地域包括支援センターの職員と保健師による定期的な家庭訪問で、生活状況の把握が可

能になるとともに、祖父の介護認定へ向けての支援が始まった。世帯収入は祖父の年金分が増額するが、今後祖母の体調

悪化や加齢により収入が激減した場合は速やかに生活保護が受給できるような支援体制が整った。 

 
【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 
①問題の早期発見・早期対応   

小学校における問題に多数介入した（全対応人数の約半数）。このことは、親子関係や家族の問題、養育の問題、発達や医

療支援が必要な問題等、早期発見と予防的措置が必要な事案に対して早期に対応ができたこととなり、今後大きな問題行動と

なるリスクの低減につながった。 

②困難な事案への対応 

各関係機関の対応が行き詰まっている大変困難な事案（ひきこもり等を含む）に対して、素早く柔軟に対応し、信頼関係を

構築しながら児童生徒や保護者への直接支援、又は関係機関へのつなぎ等の支援が可能となった。 

③抱え込みの防止、地域や学校のニーズに合った対応 

ＳＳＷが校内ケース会議や要保護児童対策地域協議会に参加し、学校と協議・協働することにより、学校や担任が問題を抱

えこんで事態が悪化することを防止できた。さらに、地域や学校毎の問題の特徴等が明確になり、現状に合った組織的・継続

的・計画的な支援が今後可能になってくると考えられる。 

 

（２）今後の課題 
①ＳＳＷの業務量・配置・派遣の工夫 

  ＳＳＷ １人が担当する学校数（児童生徒数）が多く、さらに、必要に応じて 1 事例を複数で対応・協議等も行うため、    

業務の質・量ともに負担が大きい。派遣対応の時間を確保しながら、記録作成や必要な協議、研修等を行えるよう、効率的な

運用や工夫が必要である。また、ＳＳＷを効果的に活用するために、学校の実態や必要性を考慮しながら、派遣型、配置型、

その他の方法について実践と検証を重ねる必要がある。 

②ＳＳＷの安定雇用 

ＳＳＷに求められる高度な専門性や、地域社会・学校への理解（継続して支援する必要性）を考えると、市が配置する   

ＳＳＷが、安心・安定して業務が遂行・継続できる諸条件の整備（個々の経験や対応力・状況に合わせたサポート体制、継続

雇用が可能となる雇用条件等の改善、勤務時間・給与面の改善、資格取得補助、福利厚生の改善等）が必要不可欠である。   

さらに、長期的な視点では、ＳＳＷの養成機関及びその体制づくりの整備が県や市全体で必要である。 

 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

  いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待などの生徒指導上の課題に対応するため、教育分野に関する知識に加 

 えて、社会福祉等の専門的な知識・技術を用いて、児童生徒の置かれた様々な環境に働きかけを行う。 

（２）配置・採用計画上の工夫 

  児童生徒の情報が集まりやすい青少年教育センター配置し、効果的な活用ができるようにしている。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

 配置人数 ４名（佐世保市雇用３名、長崎県より派遣１名） 

 資  格 社会福祉士４名（内２名は精神保健福祉士の資格も保有） 

 勤務形態 非常勤職員 市雇用 １日７時間勤務を週３日、年間３５週勤務を行う。 

            県派遣  １日６時間勤務を週３日、年間３５週勤務を行う。 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

  「学校と関係機関との連携に関するマニュアル」を作成し、全小・中学校に配付して活用促進を指導した。 

 また年度当初にスクールソーシャルワーカー配置事業実施要項を定め、その中で、事業の内容、派遣方法、活 

 用方法等を定め、年度当初に市内の全小・中学校に配付し周知を行っている。 

【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 
 市内に配置されている、ＳＣ及びＳＳＷ 

（２）研修回数（頻度） 
 年１回 

（３）研修内容 
 ＳＣ・ＳＳＷ実績報告、ＳＣ・ＳＳＷの引継ぎについて、佐世保市学校危機支援チームについて相談活動の現 

 状と課題について協議、ＳＣ・ＳＳＷの連携に関する協議 

（４）特に効果のあった研修内容 
  ＳＣ・ＳＳＷの連携に関する協議では互いの事例を持ち寄り、それぞれの立場からの意見を出し合うことに 

 より、それぞれの立場での事例に対するアプローチや、連携の方法などを知ることでき、今後の相談活動への 

 大きなプラスになった。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ＳＶの設置 無し 

○活用方法 
（６）課題 
  ・研修会の回数を増やす。 

  ・参加しやすい時期と時間帯の工夫 

【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   

佐世保市教育委員会 

【事例１】 
 ①貧困対策（家庭環境の問題、福祉機関との連携等） ③不登校 ⑥その他（心身の健康、発達障害） 

 事例の概要  対象児童生徒： 小学生  

【基本情報】 
 母、本児の二人世帯。両親は本児が２歳のころに離婚。小学校４年生より不登校（SSW 介入） 本児は ADHD の診断を受けて 

 いる。 母は発達障害、精神障害の診断を受けており障害者手帳所持。 

【相談時の課題】  平成 26 年、通学している小学校より相談を受ける。 

 母の精神症状が不安定で、本人を取り巻く環境（体調不良やいじめ等）に対する不安の訴えが強い。本児も母も昼夜逆転気味

で欠席が増加している。→その後、同居していた家族の逝去により本家庭に経済的な課題が生じた。 



 【ＳＳＷをどのように活用したか】 
 ・母と学校をつなぐ支援を行い、母の学校に対する不安や拒否感に対して実態の把握を行い、改善の為に関係調整。 

 ・経済的課題に対する状況を把握し必要な福祉関係機関へのつなぎを行い、経済的基盤を整える。  

 ・本児の不登校に対して、支援の方向性を統一させるため関係者会議を開催。 

【チーム学校に対しての対応】 
 ・市生活福祉課…生活状況の確認。 ・社会福祉協議会…生活困窮者自立相談支援事業での支援。 

 ・生活保護受給の同行支援や家計管理の支援、引っ越し時の不動産業者との連携。 

 ・市子ども支援課…母の体調や本児の養育に関する相談を受ける。 

 ・障害者就業・生活支援センター…母の障害年金申請（母の医療機関再受診含む）の支援。 

 ・医療機関（本児の通院先）…本児の診察と、本児の発達課題への対応について保護者、学校、関係機関へ助言。 

 ・学校…本人、家族の状況を情報共有・理解し、学校での受け入れ態勢を校内で統一させる。 

 ・SSW…必要な機関へのつなぎ、情報の集約、母の相談窓口。 

【SSW が介入した成果】 
 母の不安を受け止めることで、学校への対応拒否を緩和できた。 生活保護・障害年金の受給につながった。 

 母の判断で自己中断していた医療機関に本児も母も再受診することができ、本児は障害者手帳を取得した。 

 必要な機関へつなぎを行い、関係機関で方向性を統一して家族全体へ働きかけたことにより、家族の生活力が向上した。 

 

【事例２】 

① 貧困対策、⑥その他（発達障害） 

 事例の概要 対象児童生徒： 中学生 

【基本情報】 

 母と姉と本児の母子家庭。母は知的障害があり、本児も知的障害の疑いがある。昨年は不登校であったが、今年度の担任と相性 

 が良く別室登校をしている。家庭ではネグレクトに近い状態で本児は食事をしていないことが多々ある。本児の学力は低く、左 

 右という漢字が解らず小学校低学年レベルである。 

【相談時の課題】 

・自宅はゴミ屋敷状態で制服も汚れており、食事も不十分であること等からネグレクトが疑われる。 

・本児は学力が低く知的障害の疑いもあるため、学校としては進学等に備えて発達検査を受けさせたいが母が拒否している。 

・母親と学校職員の間で連絡がつかず、対面できたのも始業式だけである。 

【SSW をどのように活用したか】 

・家庭訪問や母との面接を行い、母と学校の関係性を調整した。また、関係機関との連携を行い情報共有の要となった。 

【チーム学校に対しての対応】 

・市子ども支援課…本児宅への定期的な家庭訪問。主に、母への支援、助言。要対協の開催。 

・母の就労支援施設…母と学校を繋ぐ。本児に発達検査を受けさせるよう勧める。 

・市生活福祉課…経済面の支援、母への支援。 

・主任児童委員、民生委員…家庭の見守り、母や本児への声かけ。 

・学校…担任による本児からの家庭状況の聞き取り、本児への個別学習の対応。 

・心の教室相談員…本児の相談受入れ。 

・SSW…家庭訪問での母の相談受入れ、養育に対する助言。本児との面接。他機関へのつなぎ、情報集約。 

【SSW が介入した成果】 

・SSW が母の気持ちを学校に代弁するなど間に入って支援をしたことにより、関係性が改善された。 

・関係機関で継続的に支援を行ったことにより、本児の希望する職への就職ができた。 

【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 
  スクールソーシャルワーカーが関わって他機関と連携した事案数は、平成２６年度の３４８件から平成２８ 
 年度の７８１件に、対応した児童生徒数は、平成２６年度の１１８名から平成２８年度の１４４名に増加して 
 いる。 
  また、教職員が相談をした件数は、平成２６年度の８７３名から平成２８年度は１２９７名に増加しており、 
 学校現場において、児童生徒が抱える問題が複雑化し、学校だけの対応では難しくなっている現状に鑑み、改 
 めてスクールソーシャルワーカーの有用性を感じている。 
 
（２）今後の課題 
 ・ＳＳＷの勤務体制の強化及び増員 
   現在、４名のＳＳＷが週３日勤務の非常勤職員としている。勤務日の割り振りの工夫を行い、週５日すべ

てに複数のＳＳＷが勤務し、かつ毎週水曜日に４名全員が勤務し事案の検討や情報交換ができるようにして
いる。しかし一つの事案に対しては、担当するＳＳＷが継続して対応することを原則としているが、緊急を
要する場合、担当外のＳＳＷが対応する事例も発生している。そのため、ＳＳＷの勤務体制の強化が課題で
ある。また、対応する児童生徒数が増加しており、今後ＳＳＷの増員も課題になる。 



 
 

【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 

（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 
・行政や関係機関と連携した相談活動など包括的な支援を行う。 

 ・児童生徒のおかれた様々な環境に働き掛けるとともに学校における教育相談体制の整備、充実を図る。 

（２）配置・採用計画上の工夫 
 ・採用人数を５名から１５名に増員し、今後も市内全中学校区に配置し、計画的に増員を進める。 

・不登校児童生徒の出現率の高い中学校区に配置し、その校区の小学校も併せて担当する。 

・上記以外の小中学校については要請があった場合に派遣する。 
（３）配置人数・資格・勤務形態 

 〈配置人数〉 １５名 

 〈資格〉社会福祉士１４名・精神保健福祉士４名、教員免許状５名、介護福祉士２名、介護支援専門員２名 

 〈勤務形態〉 嘱託職員勤務 月１７日  １日７．２５時間 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 
 〈策定の状況〉  配置の目的・スクールソーシャルワーカーの職務内容・活用上の留意点・ＳＳＷマネー

ジャー(担当教諭)の役割・年間計画等 

  〈周知方法〉   ・校長及び担当教諭が参加する連絡協議会や研修会を活用 

【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 

（１）研修対象 
スクールソーシャルワーカー 

（２）研修回数（頻度） 
 ・研修会（年 10回） ・カンファレンス(週１回) ・事例検討会(年３回) 

   ・連絡協議会（年２回）※各学校から校長等管理職、スクールソーシャルワーカー担当も対象 

（３）研修内容 
  〈カンファレンス〉 

   ・支援の難しいケースについて出しあい、スクールソーシャルワーカー間で助言し合う。  

   ・指導主事も参加し、教職員との連携の在り方について指導助言を行う。  

  〈事例検討会〉 

   ・支援が行き詰まっているケースについてスクールソーシャルワーカーが概要をまとめる。 

   ・講師を招聘し、今後の支援について助言を受ける。 ・教職員や関係機関等の職員も参加 

〈連絡協議会〉 

・事業内容及び実施計画について ・配置校担当教諭とスクールソーシャルワーカーの打ち合わせ 

・実績報告 ・実践発表 

〈研修会〉 

・服務規律 ・虐待ケースの対応 ・障がい特性の理解 ・人権・同和教育 など 

（４）特に効果のあった研修内容 
  ・前年度の反省から、人権・同和教育や服務規律の研修を実施することができた。 

  ・定期的にカンファレンスを実施することにより、より適切な支援に繋がった。 

・スクールソーシャルワーカーがケースや学校内での困りについて気軽に相談できる機会を作ったことによ 

り、スクールソーシャルワーカーの精神面でのバックアップをすることがでた。 

（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 
○ＳＶの設置  無 

（６）課題 
  ・採用人数の増加に伴う、スクールソーシャルワーカーの資質の向上のために、研修内容をさらに充実させ、 

計画的に行うことなど研修体制整備が今後重要だと考えている。 

  ・全国の先進的な取組を学べるように、著名な講師を招聘し、研修する必要もある。 

  

大分市教育委員会 



【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   

【事例１】不登校支援のための活用事例（③不登校 ⑥その他） 

母子家庭。入学当初から登校渋りがあったが、母親が夜間の仕事を始めてから不登校傾向が強まった。

家は足の踏み場もないほどごみが散乱した状態で大変不衛生な状況。本児の不登校と家庭環境について管

理職から SSW に相談があった。本児との面談を実施。本人の衣服は汚れており、異臭がし髪にはシラミの

卵と成虫がいた。本児は、人の目に触れることを極端に嫌い教室に入れないことや、就学前の弟の世話や

家事等があり登校ができないことが分かった。次に母親面談を行い、母親に精神疾患があることや仕事が

忙しく家事全般を本児に頼っている状況や、本児以外の弟妹に発達の課題があり養育が困難なことが分か

った。SSW は校内ケース会議を実施し情報共有と役割分担（保清指導、子ども支援、保護者支援、関係機関

との連携）を行った。 

母親に同行し、弟妹の療育手帳の申請手続きや放課後等デイサービスの利用に向けての申請等を行った

り、子ども家庭支援センターと連携し、就学前の弟の保育園の入園手続きや家庭環境の調整を行ったりし

た。 

これらの支援により、生活が少しずつ落ち着き始め、登校できるようになってきた。また母親の了承を

得て、関係機関との情報共有や拡大ケース会議を定期的に行うことで、包括的な支援が展開できるように

なった。 

 
 
【事例２】発達障がいに関する支援のための活用事例（⑥その他 発達障がい） 
 小学校の頃から、電柱に登る、２階から飛び降りるなどの危険な行為が多かった。中学校入学後も一斉指

導が通らない、落ち着きがなく授業中の離席が多い等の課題が見られた。また、友だちとのトラブルや、

教員に対する反抗的な言動も多く見られた。 

 SSW マネージャーから相談があり、SSW は保護者面談を行った。母は数年前に亡くなり、父は持病のため

就労が不安定で生活保護を受けている。父は過去に子ども家庭支援センターで受けた検査結果も保管して

おらず助言についても覚えていないため、SSW は父の承諾を得て子ども家庭支援センターの支援経過と見立

てをケースワーカーから聞き、担任や SC と共有した。その後、校内で協議した結果、再検査を含めて医療

につなぐ方向性になり、まず SSW が医療機関のパンフレットを用いて説明。受診する時に父が説明する負

担を軽減するために、SSW が情報提供書を作成。当日には SSW が同行し、父と本人の不安を和らげた。 

検査結果を受けて、本人の得意な面も含め、自己理解を深める支援を行った。また、服薬も開始。さら

に、学校は見立てをもとに本児へのかかわり方について教科担任、養護教諭等も含め、共通理解を図った。 

 自己理解が進んだため、本児は服薬を受け入れることができた。また、かかわる教職員が、本人の特性

に応じた接し方や配慮を行うことで徐々に落ち着きが見られるようになった。SSW は定期的に保護者面談を

継続し、生活の困りも含めて子ども家庭支援センターと連携した支援体制をとっている。 
 

【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 
・相談等対応延べ件数は 30,497 件で前年度の 3.2 倍、対応事案件数は 3,273 件で前年度の 3.2 倍 

 ・スクールソーシャルワーカーがかかわった生徒指導上の課題のうち、解決、好転した割合は 54.1％ 

 ・保護者自身が抱える家庭内の課題の状況が解決、好転した割合は 52％ 

（２）今後の課題 
 ・全中学校区配置に向けたスクールソーシャルワーカーの増員と人材確保 

・スクールソーシャルワーカーの質の担保のための研修の充実 

 ・学校とスクールソーシャルワーカーとの連携、協働に向けた教職員への研修や啓発の在り方 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

学校と教育相談センターが連携し、問題を抱える児童生徒がおかれた環境への福祉的な立場からの

助言支援や教育相談センターにおける他の相談員との連携等により、いじめや不登校などを未然に防

止したり早期に対応したりすることに資する。 

（２）配置・採用計画上の工夫 

教育委員会の補助機関として、教育相談センターを設置し、スクールソーシャルワーカー２名を配

置するとともに、学校経営アドバイザー１名、チーフスクールアドバイザー１名、スクールカウンセ

ラー３名、特別支援教育相談員５名を配置し、相互の連携を図りながら相談活動や支援活動を行う。 
 

（３）配置人数・資格・勤務形態 

２名（教員免許状） １週間あたり２９時間以内の勤務 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 

宮崎市スクールソーシャルワーカー設置要綱を施行し、市校長会や生徒指導に関する学校訪問を通

して、スクールソーシャルワーカーの活用について広報を行う。 
 

 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 

県スクールソーシャルワーカー、県スクールカウンセラー研修会に参加 

 
（２）研修回数（頻度） 

年３回実施 
 
（３）研修内容 

事例研修会 
 
（４）特に効果のあった研修内容 

宮崎県が主催する研修会に参加することで、専門的知識だけでなく、他市町村との情報交換も行 

   うことで本市の活動の参考となった。 

 
（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置 なし 
○活用方法  なし 

 
（６）課題 

○ ＳＳＷを２名配置しているが、小中学校のケース会議への参加や、電話相談や来所相談などの増 

加により研修時間の確保が難しい。 

○ 現在、県の研修に参加しているが、市独自の研修を行うためには予算や人材の確保が必要である。 
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【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】不登校のための活用事例（ ③ ） 

５年生時は数日の欠席があったが、６年生の４月から登校ができなくなった。登校するときも給食の直前に

登校し、別室で過ごすという状況である。スクールサポーターや児童相談所も関わっているが進展がない状況

で、教頭がＳＳＷに相談することを母親に薦め、母親からＳＳＷに電話相談があった。ＳＳＷが数回の電話相

談を行った後、スクールサポーターとともに家庭訪問を行い直接話合いをすることができた。ＳＳＷが学校で

児童と会うことも了承してもらい、後日、学校で児童と話をすることができた。母親や児童との信頼関係がで

き、ＳＳＷが学校に行く日には児童は登校できるようになった。ＳＳＷと話をする中で中学校への進学が前向

きになり、卒業の際にもＳＳＷと様々なかかわりを持つことができ、中学校へ進学後は不登校も改善している。 

【事例２】その他（③ ⑥発達障害等に関する問題 ） 

  特別支援学級に在籍しており、小学校２年生から登校しぶりがあったが、６年生になり欠席が急増した。学

校からの紹介で市教育相談センターに母子で来所し、ＳＳＷに相談を行い生活のリズムを整えることなど助言

を行った。また、学校の要請によりケース会議を実施し、小学校の校長、教頭、学級担任、特別支援教育コー

ディネーター、中学校の特別支援学級の担任、特別支援教育コーディネーター、社会福祉課とＳＳＷが参加し

た。この会議は、児童の不登校状態の解決と、中学校への進学のための協議を行ったが、小中の連携や、福祉

関係の機関との連携を深めることができ、非常に効果的であった。その後も、ＳＳＷと社会福祉課のケースワ

ーカー、小学校の特別支援教育コーディネーターが連携して家庭訪問を行い、中学校への進学についての不安

感の解消と、福祉面でのサポートを確認することができた。現在も中学校でＳＳＷが入った支援を継続中であ

る。 
 
【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 

○ 年々増加している教育相談センターへの相談件数を、学校経営アドバイザー、スクールカウンセ 

 ラーと共に連携し、円滑な対応をすることができた。 

○ ＳＳＷの活用について校長会など様々な機会を通じて周知徹底したことで、各学校が不登校児童

生徒等の指導・支援について協議するケース会議に積極的に参加する場面が増加した。 

○ ケース会議に参加し、それぞれの関係機関の立場での意見及び情報を共有することで多角的な 

解決策を協議することができた。また、ＳＳＷは学校（担任）へ、対象児童生徒に対してどのよう

に対応すれば良いのか具体的な手立てをアドバイスすることで、学校（担任）が効果的な指導をす

ることができた。 

○ 保護者は、学校（担任等）に直接言えないことも、第三者で信頼できる機関には安心して話せる。

時間に縛られずに率直な思いや日頃の不満を話せたことで気持ちが楽になり、相談する前は興奮気

味な状況だったのが、終了後には落ち着いた気持ちで対応ができるようになった。 

 

（２）今後の課題 

  ○ 教育相談センターへの電話相談や来所相談や、ＳＳＷが直接学校に出向いて相談を実施すること

ができた。しかし、家庭に出向いたり関係機関に一緒に行ったり等の支援は、まだ十分であるとは

いえない。 

  ○ 特別支援教育の手法に基づいた指導が必要であるケースも年々増加しているため、多様なケース

に対応できる資質向上が必要である。 

 



 
 
【１】スクールソーシャルワーカーの推進体制について（平成２８年度） 
（１）スクールソーシャルワーカー配置の主な目的 

   スクールソーシャルワーカーを活用し、いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待など児童生徒の問題行動等

の背景にある家族や友人関係、地域、学校などの環境への働きかけ、問題行動等の解決を図る。 

（２）配置・採用計画上の工夫 

   市内１１７校（７８小学校、３９中学校）を担当する４人のスクールソーシャルワーカーのうち、１人を

コーディネーターとして位置付け、事案に対応している。 

（３）配置人数・資格・勤務形態 
配置人数：４人 

資  格：社会福祉士、精神保健福祉士、社会福祉主事、教員免許状、心理カウンセラー等 

勤務形態：概ね週４日、１日６時間（９：００～１６：００） 

（４）「活動方針等に関する指針」（ビジョン）策定とその周知方法について 
実施要項等で趣旨や事業内容を定め、年度当初、各学校に周知するとともに、校長研修会や教頭研修会、生徒

指導主任・担当者研修会等でも周知を図っている。 

 
【２】スクールソーシャルワーカーの資質向上に向けた研修体制について 
（１）研修対象 
   スクールソーシャルワーカー 

 

（２）研修回数（頻度） 
市教育委員会主催の研修会を月１回程度 

 
（３）研修内容 
   市教育相談員や市スクールカウンセラー、臨床心理相談員を交えた事例研修会や講師を招聘した研

修会を実施 

   
（４）特に効果のあった研修内容 
   スクールカウンセラー等と事例検討等を行うことで、その後の事案対応の際に、連携が取りやすく

なった。 

 
（５）スーパーバイザーの設置の有無と活用方法 

○ＳＶの設置  無 
○活用方法   

 
（６）課題 
  ・ 資質向上の機会としての研修時間の確保 

  ・ 様々な要因が絡み合っている事案に対応するための研修内容の工夫・改善 
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【３】スクールソーシャルワーカーの活用事例   
【事例１】虐待対応のための活用事例（①貧困対策、③不登校、④児童虐待、⑥心身の健康・保健に関する） 

○ 事例概要 

 ・ Ａは、学校への行き渋りがみられた。 

 ・ Ａは、身体的虐待が疑われる状況にあった。 

○ 支援内容 

 ・ スクールソーシャルワーカーが学校を訪問し、状況を確認した。 

 ・ ケース会議の開催を提案し、児童相談所、市福祉課・保護課、警察等の関係機関と情報の共有を行い、今後の 

対応について検討した。 

 ・ Ａの進学に関して、関係機関と連携を図って進めた。 

 ・ Ａの療育手帳取得のため、スクールソーシャルワーカーが申請手続き等の支援を行った。 

○ その後の対応 

 ・ Ａは、スクールソーシャルワーカーと連絡を取りながら、定期的な面談を継続した。 

 ・ 面談を継続した結果、Ａは進学に向けての意欲が出てきた。 

 ・ Ａは、療育手帳を取得することができ、進学も決定した。 

 

【事例２】不登校、家庭環境改善のための活用事例（①貧困対策、②不登校） 

○ 事例概要 

 ・ Ｂは、中学校入学後、不登校になった。 

 ・ 保護者も連絡が取りにくく、家庭訪問をしても会えないことが多いため、連携が難しい。 

○ 支援内容 

 ・ スクールソーシャルワーカーが学校を訪問し、状況を確認した後、情報の共有と支援策等を検討した。 

 ・ 保護者のＢに対する困り感が強かったため、スクールソーシャルワーカーがＢの保護者と面談を行い、支援策

を話し合った。 

 ・ 家庭環境の改善に向けて、ケース会議を開催し、関係機関と情報共有を図り、今後の対応について検討した。 

○ その後の対応 

 ・ スクールソーシャルワーカーは、関係機関と連携を図りながら、Ｂ及び保護者との面談を継続して行っている。 

 
 
【４】成果と今後の課題 

 

（１）スクールソーシャルワーカー活用事業の成果 
 ・ 対応児童生徒数１８６人のうち４０％程度の問題が解決又は好転している。 

・ 学校側が積極的にスクールソーシャルワーカーの派遣を要請し、関係機関とも連携しながらケース会議等を重

ねることで、 

学校の対応力も向上してきている。 

・ スクールソーシャルワーカー活用事業の趣旨等の関係機関への周知が年々図られ、連携が取りやすくなった。 

 

（２）今後の課題 
 ・ 様々な要因が絡み合っている事案に対応するため、スクールソーシャルワーカーの更なる資質向上を図る必要

がある。 


